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　五島市ではこれまで、行政改革の指針となる「五島市行政改革大綱（第１次～第４次）」を策定し、同大綱に基づく「五島市行政改革実施項目（実施計画）（第１次～第４次）」の取組によ
り、財政の健全化、施設の民間移譲・統廃合、協働のまちづくり、行政サービスの向上や働きやすい職場環境づくり等に努めてきました。

　しかしながら現在においても、人口減少を背景とする歳入減少や職員数の不足、社会保障費の増加等の課題があるほか、デジタル社会の構築に向けた取組や、多様化する市民ニー
ズにも真摯に向き合い、行政サービスの質の向上にも注力していく必要があります。

　そのため、これまでの行政改革の取組を継承しつつ、「第５次五島市行政改革大綱（令和７年３月４日策定）」に掲げる主要推進項目の実現に向け、「第５次五島市行政改革実施計画」
を策定し、新たな課題や時代の変化に的確に対応できるよう、更なる行政改革の推進に取り組みます。

　計画期間は、「令和７年度から令和１１年度までの５年間」とします。

　各実施項目については、改革の進捗状況や今後の社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて随時追加・修正・変更していくこととします。

　計画期間中は、年度終了後に、目標に対して３段階の評価（Ａ：目標通り、Ｂ：概ね目標通り、Ｃ：未達成）を行い、前年度に目標達成に至らなかった場合や改善すべき点がある場合に
は、次年度以降の推進方針について再検討します。

　本計画については、各実施計画に対して、成果指標や目標年度、担当課を明確にし、より計画的・主体的に取り組むとともに、「 計画→ 実行→ 評価→ 改善 」を繰り返し行うことによ
り、実効性のある行政改革を推進します。

　進捗状況については、市長を本部長とする五島市行政改革推進本部において、計画の実施状況の把握、推進状況の検証・改善等の協議を行い、着実な実施に向けた進行管理を行
うとともに、市ホームページを活用して、市民に公表します。

　計画の評価と見直し

　計画の推進体制と進捗管理

　計画の趣旨

　計画の期間
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Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

1 Ｂ

2 Ａ

3 Ａ

4 Ａ

5 Ａ

6 Ａ

7 Ａ

8 Ａ

9 Ａ

10 Ｂ

11 Ｃ

12 Ｂ

基本方針
取り組むべき課題
（主要推進項目）

具体的項目 № 実施計画 担当課

　「第５次行革大綱の構成図」及び「第５次行革実施計画の体系図」

第５次五島市行政改革実施計画

水道課

①市民との協働によ
るまちづくりの推進

市民との協働に係る意識醸成

五島市男女共同参画計画の策定・推進

第５次五島市行政改革大綱

【基本方針Ⅰ】

市民とともに進
める時代に即し
た行政サービス
への転換

①便利で満足度の
高い行政サービスの
提供

各種広報媒体を活用した情報発信 政策企画課

災害用情報伝達手段の確保・推進 総務課

オンライン申請（外部からの手続）の更なる推進 未来創造課

学校教育課

こども未来課

ＩＣＴ教育の推進

取り組むべき課題
１

デジタルの最大活
用による行政サー
ビスの利便性向上

取り組むべき課題
２

市民との協働推進

市民課

母子保健DXの推進

地域協働課

福江地区の公民館の在り方検討 教育総務課

災害に強いまちづくりの推進（自主防災組織活動の促進） 総務課

消防団員の確保 消防本部

相談支援の提供体制の充実 社会福祉課

評価

eLTAXを活用した水道料金の納付手段の多様化
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Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

13 Ａ

14 Ｂ

15 Ｂ

16 Ｂ

17 Ｂ

18 Ｂ

19 Ａ

20 Ａ

21 Ａ

22 Ａ

23 Ａ

24 Ｃ

25 Ａ

26 Ａ

27 Ａ

28 Ｂ

③ワーク・ライフ・バ
ランスの実現とハラ
スメント対策

仕事と生活の調和を実現及び男性職員の育児休業取得の推進

総務課

関係課との災害関係情報の共有体制の強化 総務課

ＩＣＴを活用した訪問記録作成・ＡＩを活用した予防ケアプラン作
成

長寿介護課

取り組むべき課題
１

「働き方改革」と効
率的な組織機構

取り組むべき課題
２

デジタルの最大活
用による業務の効
率化

①業務プロセスの見
直しと仕事の効率化

生成AIの活用 未来創造課

基本方針
取り組むべき課題
（主要推進項目）

具体的項目 № 実施計画 担当課

【基本方針Ⅱ】

効率的で健全な
組織体制の構築

①簡素で効率的な
組織編成と人員確
保

出張所のあり方及び人員体制の検討 市民課

非常勤職員（会計年度任用職員）の適正配置 総務課

②職員の意識改革と
人材育成

内部統制制度の有効性の向上 総務課

職員研修の充実・提案制度の推進 総務課

「水中ドローン」を活用した安全で効率的な現地確認 水産課

総務課

働きやすい職場環境の整備及びハラスメント防止対策 総務課

アナログ規制の点検・見直し

「ドローン」を活用した安全で効率的な現地確認（活用拡大） 農林課

第５次五島市定員管理計画の推進及び人員確保 総務課

ノーコード・ローコード業務改善ツールの活用 未来創造課

評価

航空写真を活用した固定資産税賦課業務の効率化 税務課

ペーパーレス化の推進による業務効率化 総務課
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Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

29 Ａ

30 Ａ

31 Ａ

32 Ｃ

33 Ｂ

34 Ｃ

35 Ａ

36 Ａ

37 Ａ

38 Ａ

39 Ａ

40 Ａ

41 Ａ

42 Ａ

43 Ａ

44 Ｂ

45 Ａ

46 Ａ

A 31

B 11

C 4

0

具体的項目 № 実施計画基本方針
取り組むべき課題
（主要推進項目）

適正な市道保有量の推進 建設課

五島市公園管理基本計画の推進 管理課

②遊休資産の有効活用

【基本方針Ⅲ】

健全な財政運営
の推進

取り組むべき課題
１

持続可能な財政
運営

①経営視点に立った
経費の節減・合理化

第５次五島市財政改革プランの推進 財政課

「事業評価」による事務事業の見直し 財政課

診療所における効率的な運営体制の見直し 国保健康政策課

②自主財源の徹底
確保

施設使用料等の算定方法の明確化及び見直し 財政課

ふるさと納税（個人版）の推進 政策企画課

ふるさと納税（企業版）の推進

固定資産台帳等を活用した遊休資産の有効活用の推進（抽出・
発信・売却・貸付）

取り組むべき課題
２

財産の適正管理
及び有効活用

①公共施設等の整
理・統廃合

五島市公共施設等総合管理計画及び個別施設計画（ハコモノ
施設）の推進

【集　計】

※ 未実施・取下げ：―、完了：⇒

国保健康政策課

介護保険料の収納率向上 長寿介護課

財政課

政策企画課

市税・国民健康保険税の収納率向上 税務課

市営住宅使用料の収納対策の徹底 建設課

後期高齢者医療保険料の収納率向上

担当課

老朽施設の更新、施設の統廃合（水道施設） 水道課

五島市公営住宅長寿命化計画の推進 建設課

評価

財政課

老人福祉施設等の廃止・転用・民間移譲等 長寿介護課

学校給食センターの統廃合及び改築 教育総務課
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　実施計画総括表

計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 試行 実施 ⇒ ⇒

Ａ

令和６年度
オンライン申請対象手続数
85手続　94手続き

令和１１年度
オンライン申請対象手続数
180手続　230手続き

2
災害用情報伝達
手段の確保・推
進

・情報配信用アプリ@InfoCanal、戸別受信機の利用をは
じめ、LINEを使った情報配信など、世代や地域など条件ご
とに適した災害時の情報伝達手段のあり方を検討する。
・耐用年数が過ぎ、修理用の部品供給もなくなった防災行
政無線について、更新を行い、確実に災害情報を伝達す
る手段を確保する（H25導入：福江、三井楽、岐宿、奈留
分）。
・一斉に情報発信を行うための、防災情報伝達制御シス
テムの契約が、R10年度までとなっているため、これに代わ
るシステムの導入を検討する。

令和６年度
災害用伝達手段として防災行政無線、
@InfoCanal、戸別受信機等を活用

令和１１年度
災害用伝達手段の見直しと、LINE等を活
用した市民に伝わりやすい新たな伝達手
段の検討・導入

【成果指標】
①防災行政無線更新H25導入分工事実
施
②情報伝達手段のあり方検討開始

【実施内容】
①R6年度に実施設計を行った防災行政
無線の工事実施
②次期防災情報伝達制御システムの検
討開始
③LINEなどを含め、情報伝達手段のあり
方を検討

【成果指標（年度別）に対する結果】
①防災行政無線更新事業の契約を締結し、R7年度は機器製造
が完了した。
②事業者と次期防災情報伝達制御システムについて協議を
行った
③LINE等による情報発信についての検討を行った

【実施内容や取り組みによる効果】
①H25に導入した福江、三井楽、岐宿、奈留を対象に更新を行
うため、工事契約を締結し、機器製造完了。
②防災情報伝達制御システムの在り方について、根本から見直
すべくNTT西日本やエコー電子工業と情報伝達方法について協
議を行った。
③LINEによる情報発信の問題点を洗い出すとともに、防災ラジ
オの普及に向けて検討を行った。
（効果）
防災行政無線については更新中、情報伝達手段の在り方につ
いては検討中のため具体的な効果はなし。

全
庁

①R8は各地区の屋外拡声子局
の工事を実施する。
②R8はさらに情報を収集し、検
討を進める
③国の特別交付税措置の状況
を確認して、R8年9月補正で防
災ラジオ普及事業を予算化す
る。

総
務
課

政
策
企
画
課

関係課
実施状況

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

3
オンライン申請
（外部からの手
続）の更なる推進

　総務省が示す自治体ＤＸ推進計画をふまえ、行かなくて
いい窓口など住民との接点となるフロントヤードの改革の取
組を進める中で、オンライン申請により２４時間・３６５日いつ
でもどこでも簡単に行うことができる環境を整備し、現在
は、住民票、戸籍謄抄本、税関係証明書の請求などの対
応を開始している。
　利用者の更なる利便性の向上を図るため、R6年度に導
入した公共施設予約システムを活用し、中央公園・市民体
育館など予約方法の運用に課題がある公共施設の予約・
利用申請への導入の検討など、オンライン申請の更なる拡
大に取り組む。

【成果指標（年度別）に対する結果】
対象手続数：150手続（R8.3月末時点）

【実施内容や取り組みによる効果】
①-1【未来創造課】 汎用的電子申請システム等において、椿商
品券事前申込、各イベント参加申込、各種アンケートなど127手
続の電子申請手続を公開、LINEを活用した予約・申請21手続
を公開、公共施設予約システムで2施設の仮予約手続を設定
①-2【総務課】 対象手続の洗出しに至らず新たな対象手続きの
拡大を図れていない。
②-1【総務課】 新システムの導入がR8.3のため次年度予定とす
る。
②-2【スポーツ振興課】 公共施設予約システムについての研修
をうけ、未来創造課と手続設定協議・調整を行った。
②-3【未来創造課】 公共施設予約システムの導入（R8.3月）
対象施設数：11施設
※県の公共施設予約システムを利用していたが令和6年度で運
用が終了し、市単独でシステムを導入。令和6年度中のシステ
ム構築を目指したが、選定事業者による環境構築が整わず別事
業者の再選定などを行ったことで、R8.3月の導入となった。
（効果）
対象150手続き、業務削減時間：2,610時間
（参考） 内部手続のオンライン申請化　手続数：47手続　業務削
減時間：607時間

成　果　指　標 令和７年度

1
各種広報媒体を
活用した情報発
信

　多くの方が利用し、写真や動画など多様な形式を活用し
情報をより迅速で具体的に伝えることができるXやLINEな
どの各種SNSを効果的に活用し、イベントや各種手続きな
どの市からの情報発信を積極的に行うことで、イベント参
加の機会の拡大に取り組むとともに、市民等に求められる
情報発信の充実を図る。

各課からの依頼のみでは情報
発信の機会が少ないことから、
広報誌掲載内容からイベント情
報を抽出し、投稿を行った。
しかし、欠員もあり、新たな情報
の掘り起こしまでは行えず、目標
通りとはならなかった。
今後は、新たな情報の掘り起こ
しを行い、情報発信の機会を増
やしていきたい。

【成果指標】
対象手続数 100手続

【実施内容】
①-1【未来創造課】オンライン申請対象手
続の拡大（施設予約・利用申請を除く。）
①-2【総務課】電子で完結する効率的な
業務フローの見直し（BPRの徹底）［対象
手続の洗出し・関係課と協議・（必要に応
じて）例規調整］
②-1【スポーツ振興課】中央公園・市民体
育館のオンライン予約・利用申請導入に
向けた検討［運用方法の検討・システム設
定］
②-2【総務課】電子で完結する効率的な
業務フローの見直し（BPRの徹底）［スポー
ツ振興課と協議・（必要に応じて）例規調
整］
②-3【未来創造課】公共施設等予約シス
テムへの手続設定［スポーツ振興課と協
議・調整］

総
務
課

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

手
続
所
管
課

未
来
創
造
課

①-1 臨時的な申請手続への活
用は進んでいるが、常時受付を
実施する手続、手数料の支払い
を伴う手続への活用が限定的な
状況があるため、キャッシュレス
決済機能を活用した手続への
活用を検討する。
①-2【総務課】 対象手続きの洗
出しの実施
②-1【総務課】 関係課と協議し
業務フロー見直しを検討
②-2【スポーツ振興課】 試行運
用・導入可否の決定
②-3 R8年度に対象施設の拡大
を予定（11施設⇒39施設）

【成果指標（年度別）に対する結果】
情報発信階数　LINE:239回、X：142回、Facebook：155回

【実施内容や取り組みによる効果】
イベントの開催案内などを各種SNS（LINE、X、Facebook）に投
稿
五島市が関係するアカウントの投稿についてリポスト等を実施
投稿する際は、概要のみを記載し、詳細については五島市公式
ホームページへ誘導

6

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　１）デジタルの最大活用による行政サービスの利便性向上

　　①便利で満足度の高い行政サービスの提供　　　　【 Ｎｏ．  １　～　　６ 】　　　　　

担当課

　【 基本方針Ⅰ 】　市民とともに進める時代に即した行政サービスへの転換

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）
課題・次年度対応策など

令和６年度
各種SNSによる情報発信
175回（R6.12末）

令和１１年度
各種SNSによる情報発信
280回

【成果指標】
〇情報発信回数
　・LINE：200回
　・X：200回
　・Facebook：200回

【実施内容】
○情報発信回数の拡大
〇SNSを市公式ホームページに連動させ
ることにより、ホームページの閲覧数の向
上を図る。
〇イベント参加者数の増加
〇リポストなどによる更なる情報拡散

―　5　―



計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

一部
実施

実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ａ

こ
ど
も
未
来
課

国
保
健
康
政
策
課

水
道
課

システム改修の対応及び現在の
納付書にQRコードを記載するた
め納付書のレイアウト変更

5

6

母子保健DXの推
進

　現在、乳幼児健診等は、問診票など紙による運用が基本
となっている。
　今後、国では、R８年度を目途に、母子保健情報を迅速
に共有・活用するための情報連携基盤（PMH）を全国展開
する予定である。
　円滑に母子保健DX化を進めるため、R7～母子保健アプ
リ「母子モ」の導入を進め、健診等の通知や問診票のデジ
タル化をはじめ、予防接種のデジタル化など子育て世帯
の利便性の向上、事務負担の軽減を図っていく。
※　PMH（Public Medical Hub）：住民、医療機関、自治体
の間で母子保健情報を迅速に共有活用するための情報
連携基盤。

eLTAXを活用し
た水道料金の納
付手段の多様化

　令和5年4月より地方税統一QRコード（eL-QR）を活用し
た電子納付が開始されている。公共料金の納付手段の多
様化を図ることで利用者の利便性向上に資するとともに、
窓口来訪者の減少による窓口業務の負担軽減に繋げるた
め、水道料金においても令和8年度のシステム導入を目指
す。

① ICTの更なる活用に向けた教
員研修
② ICT推進員との定期的な協
議会の開催
③ ICT推進員の学校における更
なる有効活用、ＩＣＴ教育推進の
ための新たな役割の創出

学
校
教
育
課

令和６年度
母子モ（母子保健アプリ）登録率　０％

令和１１年度
①母子手帳取得者の母子モ（母子保健ア
プリ）登録率　100％
②各乳幼児健診対象児の母子モ登録率
100％

令和６年度
窓口収納件数　10,609件
（令和5年度の実績）

令和１１年度
窓口収納件数　9,609件
（現状比：1,000件減）

【成果指標】
①母子手帳取得者の母子モ（母子保健ア
プリ）登録率１００％

【実施内容】
○母子モ導入に伴う、デジタル化すべき
業務の検討、調整
○母子モ導入（電子母子手帳機能）
※１０月以降の母子手帳交付時の面談で
登録をすすめる。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①母子手帳取得者の母子モ（母子保健アプリ）登録率１００％

【実施内容や取り組みによる効果】
実施内容：令和7年10月1日より母子モを導入し、母子手帳交付
時や乳幼児健診でアプリについて周知した。
効果：今年度はアプリについての周知のみで、具体的な費用対
効果は現れていない。令和8年3月までで242人の登録が確認で
きている。令和7年度の母子健康手帳交付者は140名であり、お
おむね100％の登録率であることが想定される。

【成果指標】
導入準備

【実施内容】
令和8年度導入に向けたシステム保守業
者との打合せ、当初予算計上。

【成果指標（年度別）に対する結果】
・令和８年度当初予算（案）に関係費用を計上
（参考）窓口収納件数（令和７年度の実績）：10,605件

【実施内容や取り組みによる効果】
当初予算計上のための見積依頼→見積書受領（R７.10.29）
（効果）
導入の準備段階であり、具体的な効果は出ていない

4 ＩＣＴ教育の推進

　　「GIGAスクール構想」の実現に向けた一人一台端末の
整備が完了し、児童生徒が身近にICT機器に触れる機会
が大幅に増えてきた。これからの情報化社会の変化に柔
軟に対応できる児童生徒の育成を図り、情報活用能力を
身につけた未来のふるさと五島を担う人材の育成につな
げる。
　第５次行革期間中に市内すべての小中学校においてデ
ジタル教科書の活用やICT推進員の派遣を行い、ICT教育
のさらなる推進・強化を図る。

令和６年度
①ＩＣＴ活用頻度（15.0回/週）
②デジタル教科書活用率（100%）
③ＩＣＴ推進員派遣回数（月あたり40回）

令和１１年度
①ＩＣＴ活用頻度（16.0回/週）
②デジタル教科書活用率（100%）
③ＩＣＴ推進員派遣回数（月あたり40回）

【成果指標】
①ＩＣＴ活用頻度（22.1回/週）
②デジタル教科書活用率（100%）
③ＩＣＴ推進員派遣回数（月あたり80回）

【実施内容】
①ＩＣＴ推進員の配置
②デジタル教科書の配置（小学校）

【成果指標（年度別）に対する結果】
① ICT利活用頻度（目標15.0回/週）→教員が1週間に使う頻度
（実績22.1回/週）
② デジタル教科書活用率（目標100％）→実績100％実施
③ ICT推進員派遣回数（目標　月あたり４０回）→拠点校を中心
とした派遣計画を作成している。基本的に、市内小中学校に週1
回は派遣することができている。月あたりに換算すると平均８５回
となる。

【実施内容や取り組みによる効果】
① 教員が１週間にICT機器を使用する頻度は昨年度（23.3回/
週）より若干下がったものの、ICT活用は日常化している。Ｅｄ
Tech事業により、プログラミングソフトを市内全中学生が使えるよ
う整備し、技術科の時間に活用した。夏季休業中に希望者に対
して、ICTスキルアップ研修会を３回実施した。
② 国の学習者用デジタル教科書実証事業により、学習者用デ
ジタル教科書英語科を全小中学校に、算数・数学科を約半数
の学校へ配置した。
③ ICT推進員は拠点校を中心に、巡回支援を実施した。

課題・次年度対応策など

面談や健診時の周知により、登
録者数は増えてきている。今後
は母子モ本格導入に向けて、周
知だけではなく、母子手帳交付
時にアプリのダウンロードまで依
頼し、100％登録してもらうように
取り組む。
子育てに関する情報収集や必
要手続きなどについても関心が
高いと考えられるため、対象時
期に必要な情報が得られるよう
に配信設定を工夫していく。

教
育
総
務
課

関係課番号
成　果　指　標 令和７年度

実施計画 概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

担当課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

市
民
課

地
域
協
働
課

学
校
教
育
課

教
育
総
務
課

R7年度より公民館業務の一部を
担っている出張所について統合
に向けた動きが始動した。今後
はその動向も見据え、各地区公
民館で館長、運営審議会委員
等と意見交換や聞き取りを実施
し、地域組織と情報共有しなが
ら公民館のあり方について方向
性を検討する。

【成果指標（年度別）に対する結果】
地区公民館の役割・業務内容の現状把握と、公民館以外で地
域組織及びその組織が担っている役割や業務内容等について
現状把握を行った。

【実施内容や取り組みによる効果】
対象の7公民館において、主事より公民館組織、業務内容、実
施事業等の聞き取りを行うとともに、各地域にある公民館以外の
組織についても現状把握を行った。その結果、公民館とその他
の地域組織の役割や構成員、事業内容、また課題等について
現状把握ができた。

【成果指標】
現状把握

【実施内容】
各地区公民館の役割と地域活動の質と量
の現状把握

令和６年度
①福江地区の公民館　７館
（中央・福江・緑丘・奥浦・崎山・本山・大
浜）※2次離島の久賀島、椛島除く

令和１１年度
各地区公民館の在り方について方向性決
定
①公民館の存続
②既存組織の活用（廃止又は縮小）

　人口減少、労働年齢の上昇による各種組織のなり手不
足から、公民館、町内会、PTA、まちづくり協議会等、各種
活動の兼務による住民の負担増が顕著となっており、今
後、さらに進展が予想される。
　各地域で環境の変化が見られる中、その地域に見合っ
た公民館の在り方について、公民館以外の他活動団体と
も連携しながら持続可能な組織と活動を目指すための検
討を進め、その方向性を決定する。

地
域
協
働
課

令和７年度

総
務
課

7
市民との協働に
係る意識醸成

　人口減少・高齢化が進む中、中心部（福江地区）と周辺
地区（支所・出張所地区）の集落ごとに状況が大きく異な
り、生活維持における課題解決の方法も、一律の行政サー
ビスでの対応が困難となる。そのような状況下において、
地域運営組織による住民自治の活性化と市民と行政の協
働が重要視される。
　そこで、職員に対する研修を継続的に行い、住民ニーズ
に対して協働のまちづくりの視点で柔軟で横断的な対応
ができ、地域活動にも意識を向けることのできる職員を育
成する。また、市民に対してまちづくり協議会ほか地域活
動への参画と協働に係る意識を醸成するため、市民を対
象とした講演会や研修等を継続的に実施する。

令和６年度
①地域づくり及び市民協働に係る職員研
修の受講者数（年間延べ50人以上）
②市民向け講演会等の開催(年1回）

令和１１年度
①地域づくり及び市民協働に係る職員研
修の受講者数（年間延べ50人以上）
②市民向け講演会等の開催(1回）

【成果指標】
①地域づくり及び市民協働に係る職員研
修の受講者数（年間延べ50人以上）
②地域づくり及び市民協働に係る市民向
け講演会等の開催（年1回）

【実施内容】
①年2回の職員研修実施
②年1回の市民向け講演会等開催

【成果指標（年度別）に対する結果】
①地域づくり及び市民協働に係る職員研修；開催3回（7/23・
24、3/6）／延べ参加者51人
②地域づくり及び市民協働に係る市民向け講会演会等の開催：
開催1回

【実施内容や取り組みによる効果】
7月開催の研修では、講師に長崎市職員の平山広孝氏を招き、
楽しみながら地域づくりを実践している経験や想いを伝えても
らった。3月開催の研修では、講師にNPO法人いわて地域づくり
支援センターの若菜千穂氏を招き、講演とワークショップを通じ
て、「協働」の必要性と業務への考え方について学んだ。3回の
研修を通じて、職員が地域づくりへ参画する意識の醸成が図ら
れるとともに、まちづくり協議会の取り組みについても周知するこ
とができた。
市民向けの講演については、地域協働課が主体となった講演は
行わなかったが、伴走支援を行っている農村RMO活動に取り組
む岐宿まちづくり協議会山内支部において、市民向けの講演
（住民集会）を開催し、活動の周知今後の地域の在り方につい
てのディスカッション等を行った。
効果
地域づくり及び市民協働の視点を市民や職員に継続的に伝え
ることで、協働のまちづくりへの意識醸成を図ることができた。

次年度以降も研修や講演会等
を行っていくが、単発的な研修
ではなく、継続的に学ぶプログラ
ムも必要と思われる。また、職員
研修においては、積極的な参加
が少ないため、関心の高い内容
や参加しやすい方法等、実施方
法の見直しや検討を行ってい
く。

9

災害に強いまち
づくりの推進（自
主防災組織活動
の促進）

　人口減少が進む中で安心して住み続けられる地域を維
持するために、地域住民の主体的な防災活動の必要性・
重要性は益々高まっている。自助・共助の活動を通して地
域の防災力を高め、災害による被害の軽減につなげるた
め、自主防災組織活動を促進する取組として防災訓練、
土のう作り訓練等の実施拡大を図るほか、各団体、学校
等での防災講話・訓練の取組を推進する。

令和６年度
自主防災訓練、各団体、学校における防
災講話、訓練の実施
16回（R5年度）

令和１１年度
自主防災訓練、各団体、学校における防
災講話、訓練の実施
20回

【成果指標】
自主防災訓練、各団体・学校での防災講
話・訓練：20回以上

【実施内容】
・年度当初に開催される町内会長会議で
呼びかけ
・まちづくり協議会との連携
・出前講座の周知
・長崎県総合防災訓練（避難所訓練）への
自主防災組織等の参加呼びかけ

【成果指標（年度別）に対する結果】
・防災講話・防災訓練を合計17回実施し、のべ790人が参加し
た。
・長崎県総合防災訓練では、県が設定した避難所訓練に加え、
独自に自衛隊と連携した炊き出し訓練も実施し、のべ180人が
参加した。
・地域での防災講話・防災訓練17回のうち、市内全域を対象と
した大規模な総合防災訓練を開催できたことからA評価とする。

【実施内容や取り組みによる効果】
・年度当初に各地区の町内会長会議に参加し、訓練実施を呼
びかけた結果、訓練が実施された
・長崎県総合防災訓練を実施
・防災講話では、単なる講座だけでなく、簡易トイレ使用体験な
ど、体験型の内容とし、楽しみながら、防災について学んでいた
だいた。

成　果　指　標

実施状況

福江地区の公民
館の在り方検討

8

課題・次年度対応策など

次年度は、全小中学校で地震
体験車による地震体験教室を実
施予定（予算計上済）

概要説明（内容・目標など）

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　２）市民との協働推進

関係課

　　①市民との協働によるまちづくりの推進　　　　【 Ｎｏ．  ７　～　１２ 】　　　　　

番号 実施計画
目標年度及び評価

担当課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）

―　7　―



計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｃ

実施 実施 実施 ⇒ ⇒

Ｂ

　令和３年度から令和５年度にかけて、高齢、障がい、児童
福祉、生活困窮など様々な悩みをワンストップで受け止め
るための「福祉の相談窓口」を設置し、重層的支援体制整
備の構築を目的とする移行事業を実施してきた。令和６年
度から本格的に重層的支援体制整備事業を実施すること
となり、相談支援体制の充実とともに、アウトリーチ支援
や、支援計画を策定するための重層的支援会議等を開催
することにより、限られた社会資源を活用した重層的支援
を強化していくこととする。

相談支援の提供
体制の充実

11

【成果指標】
全４４項目の内、目標値を達成する項目
達成率：８０％（３６項目達成）

【実施内容】
①各課等に対し、達成状況調査、ヒアリン
グを実施
【効果】
○SDGｓ目標５の実現
○マイノリティ目線を実現、誰もが過ごしや
すい社会の実現
○女性雇用の増加による経済の循環

【成果指標（年度別）に対する結果】
令和７年度の達成率は65.1％で、目標の80％には届かなかった
ためB評価とした。
（第４次五島市男女共同参画計画進捗状況　令和７年度：４３項
目中２８項目達成）※R8.3.31時点
※４４項目中１項目は事業自体が無いため、43項目に修正。

【実施内容や取り組みによる効果】
〇６月２５日に県主催の男女共同参画週間研修会（オンライン）
を実施。５名参加
〇９月１９日に県主催の「みんなの視点で誰もが安心できる避難
生活の備え」を実施。市職員を中心に２２名参加
〇１１月に各課の進捗状況について調査及びヒアリングを実施。
●進捗状況調査およびヒアリングをすることで、五島市男女共
同参画計画における各課の役割や課題を再認識してもらうこと
ができた。
●９月１９日の研修参加者のアンケートに「地域の集まり等で女
性が発言しやすい雰囲気づくりや主張できる人に育てるための
教育をもっとしていくべきだと感じた」、「女性の視点だけではな
い子供がいる親や要介護者などいろいろな視点が必要だと思っ
た」などの感想があり、ジェンダーギャップや地域における安心
安全の確保について考えてもらうことができた。

〇次年度に引き続き、調査及び
ヒアリングを実施し、計画の意識
付けを行う。
〇令和８年度は第５次男女共同
参画計画策定の年である。第４
次計画の反省点を踏まえて、策
定に向けて始動する。

消
防
本
部

（
消
防
課

）

支
所

（
消
防
課
分
室

）

　
　
社
会
福
祉
課
　
・
　
国
保
健
康
政
策
課

　
　
こ
ど
も
未
来
課
　
・
　
長
寿
介
護
課

　
　
教
委
学
校
教
育
課
　
・
　
関
係
課

社
会
福
祉
課

・成果指標の設定ついて、初年
度にて現状と剥離する状況を確
認したため、次年度以降の指標
を変更。
・包括的な相談窓口は、待って
いるだけでは相談件数が少な
く、積極的に多機関と情報共有
を行い抱える課題が少ない段階
で情報を把握する必要がある。
次年度以降も引き続き、アウト
リーチ支援等による情報把握に
努め、対象案件が生じた際は、
重層的支援会議を開催しプラン
作成により支援を行っていく。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①アウトリーチ支援回数　51回（51件）
②重層的支援会議　0回（※対象が発生しなかったため未開催
であった）

【実施内容や取り組みによる効果】
・総合相談件数は206件であったが、
①うち、アウトリーチ支援は51件であった。出張福祉の相談窓口
として、市立図書館（8月4回：6件、2月3回：1件）や奈留支所（7
月１回：2件）、久賀島出張所（9月１回：0件）及び椛島出張所（11
月１回：3件）で開催し、市役所に訪問しづらい方の相談に対応
したが、件数は少ない状況であった。（206件のうち多機関協働・
新規相談受付件数は128件）
②重層的支援会議は、各支援機関からの要請がなかったため
開催に至らなかった。

【成果指標】
①120回
②4回

【実施内容】
①複合・複雑な課題を抱えた方の情報把
握
②多機関連携による支援プラン等の作成

市
民
課

全
庁

10 消防団員の確保

　近年、災害が激甚化・頻発化していることから、消防団員
一人ひとりの役割に期待が寄せられている。少子高齢化
や人口減少の進展に伴い消防団員の確保が儘ならないな
か、地域防災の要である消防団の体制維持に取り組む。
　また、消防団員の消防力の維持管理のために、各種施
設及び町内会と連携した実戦訓練を行い災害時の消防
団活動の維持管理を図る。

令和６年度
①消防団員1人当たりの支援住民数
35.47人(33,733人(R6.12末)÷951人)
②各種施設及び町内会との消防訓練
年間３回(R7.1月時点）

令和１１年度
①消防団員1人当たりの支援住民数
　35.47人以下
②各種施設及び町内会との消防訓練
年間５回以上

【成果指標】
①住民数÷消防団実員数
　　35.47人以下（令和7年度末）
②各種施設及び町内会との消防訓練
　　年間５回以上

【実施内容】
①・消防団活動に対する理解促進のため
の各種広報活動の実施
　・消防団協力事業所の加入促進
②・各種施設及び町内会へ消防団との合
同訓練の呼びかけ
　・消防団員へ実戦訓練実施の指示指導
【効果】
１.年度末の消防団実員数：951人
２.年間合同消防訓練回数：5回

【成果指標（年度別）に対する結果】
①消防員１人当たりの住民支援数36.99人（33,038人（R8.3末）
/893人）
②消防団と各種施設や町内会との合同訓練数　14（福江地区
7、富江地区3、三井楽地区2、岐宿地区2）

【実施内容や取り組みによる効果】
デイサービスセンター、グループホーム等社会福祉施設との合
同訓練を行っている。防火水槽を水源とし、消防ポンプ（または
可搬ポンプ）を用いて施設敷地内への連携放水訓練を実施。併
せて利用者様の避難誘導訓練を行い、終了後に講師より講評・
指導を受けている。
訓練を経験することにより、火災発生時の混乱を防ぎ、迅速な
「通報・初期消火・避難」行動を可能にすること。身体で手順を
覚えることで、被害の最小化と冷静な状況判断力が身につくほ
か、防火管理上の課題発見や法的な義務履行にも繋げている。
（効果）
消防団員は減少しているが、団員確保の取り組み、施設等と連
携した訓練の実施により、消防力の維持・向上を図ることができ
た。

本部を含めた29分団全てで、年
１回以上の訓練を行うよう推進・
啓発活動を強化していきます。

消
防
本
部

令和７年度成　果　指　標

12
五島市男女共同
参画計画の策
定・推進

　目まぐるしい社会情勢の変化に配慮しつつ、長崎県の女
性参画が低い状況にある中で男女共同参画社会づくりに
向けた取組を確かなものとし、それぞれがそれぞれの能力
を十分に発揮できる社会の実現を目指して「第４次五島市
男女共同参画計画」を推進するとともに、令和８年度には、
人口減など現在の市をとりまく様々な状況をふまえ、本市
に必要な男女共同参画の取組を再検討し、地域社会の活
性化と持続可能な発展につながる次期計画の策定を行
う。
①第４次計画の推進（R４～８）②次期計画の策定（R８）③
次期計画の推進（R９～１３）

令和６年度
①計画の進捗を図るための指標の推進：
全44項目の内、３０項目達成（令和６年３月
末時点）
達成率：６８％

令和１１年度
①計画の進捗を図るための指標の推進：
全４４項目43項目達成（令和８年度）
②次期計画の策定：令和８年度
③次期計画の進捗を図るための指標の推
進（年々達成率を伸ばしていく）

概要説明（内容・目標など）

令和６年度
複合的な悩みを抱えた方の情報把握が困
難
①R6.4～R6.12までのアウトリーチ支援回
数：16回
②重層的支援会議等：2回

令和１１年度
多機関で連携し、アウトリーチによる支援を
実施
①年間のアウトリーチ支援回数：200回
②重層的支援会議等：4回
複合的な悩みを抱えた方の情報把握と多
機関連携による支援体制の確立（①多機
関協働・新規相談受付件数100件②アウト
リーチ支援件数50件）

課題・次年度対応策など 関係課番号 実施計画
目標年度及び評価

担当課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

試行
検討

一部
実施

検討 ⇒ ⇒

Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

令和６年度
R7.4.1
　①（定数）一般行政457人
　②（実数）一般行政433人+α※
※+αは、育児休業等職員（定数外職員）

令和１１年度
R12.4.1
①（定数）一般行政455人以内
②（実数）一般行政455人以内+α※
※+αは、育児休業等職員（定数外職員）

　今後の人口減少と厳しい財政運営の見通し、人口減少
対策のほか近年の新たな行政課題への対応に増加傾向
である業務量、働き方改革の更なる推進が求められる状
況などがある中で、「人口減少対策など優先的に取り組む
べき施策推進」と「新たな行政課題への対応」のための組
織・人員体制の構築を図るため、引き続き、「第5次五島市
定員管理計画」に基づく定員管理に取り組む。
　また、近年、目標職員数に対する実職員数の確保が困
難な状況が続いている中、行政機能を維持するため、働
き方改革の取組と合わせて必要職員数の確保に取り組む
ことで職員実数の充足を図る。

第５次五島市定
員管理計画の推
進及び人員確保

14

15
非常勤職員（会
計年度任用職
員）の適正配置

　これまでの4次にわたる定員適正化・定員管理の取組の
中で、常勤職員（一般行政職）が減少する中、非常勤職員
は、平成16年度の合併時に8.5％だった非常勤職員の割
合が、令和6年4月1日時点では34.7％まで増加している。
今後の厳しい財政見通しから人件費の抑制を図る必要が
あるほか、人口減少の進行により市内の労働力不足は深
刻で、非常勤職員（会計年度任用職員）の増加は、限られ
た市内の労働力の供給に影響を及ぼす状況があること等
をふまえ、恒常的な非常勤職員の追加配置の抑制を図
る。

令和６年度
R7.4.1（配置承認数）291人
※臨時的配置17人を除く。

令和１１年度
R12.4.1（配置承認数）●人以内
※臨時的配置を除く。

市
民
課

（
出
張
所

）

総
務
課

関
係
課

全
庁

総
務
課

第5次五島市定員管理計画に基
づき、組織機構及び定員の見直
しを実施するとともに、職員採用
計画に基づき、必要な職員数の
確保を図っていく。

【成果指標（年度別）に対する結果】
R8.4.1（定数）一般454人（対前年度：▲3人）
R8.4.1（実数）一般421人（育児休業等職員11人を除く）（対前年
度：▲12人）

【実施内容や取り組みによる効果】
【職員定数】
・業務量調査、担当課ヒアリングを実施
・事務改善委員会で令和8年度「組織機構」及び「定員」の見直
し案承認（定数454人で決定）
【職員実数】
・令和7年度中に4回の職員採用試験を実施
・新規採用者17人、退職者33人（定年0人、早期33人）
・職員定数に対して、職員実数（育児休業等職員を除く）は大き
く不足する見込みとなっている。
[取り組みによる効果（費用対効果など）]
職員を確保し、業務の円滑な遂行を図ることとしているが、職員
数の充足には至っていない。

【成果指標】
　R8.4.1
①(定数)一般行政455人
②(実数)一般行政455人+α

【実施内容】
①業務量調査、ヒアリングを実施し、組織
機構及び職員定数の見直しを行う。
②職員採用試験の多様化や受験資格の
検討、状況に応じた採用計画の見直し等
を行う。

【成果指標】
R8.4.1時点
（配置承認数）
291人以内
※臨時的配置を除く。

【実施内容】
当初予算編成時の事前配置調書及び組
織・定員見直しヒアリング時等での協議・
調整

【成果指標（年度別）に対する結果】
R8.4.1時点の配置承認数297人（臨時的配置16人を除く）
R7.4.1時点の配置承認数291人に対して6人の増となったためB
評価とした。

【実施内容や取り組みによる効果】
各所属の配置希望及び事前調書により、書類審査又はヒアリン
グを実施し、319人の要望に対し313人の会計年度任用職員（月
額）の配置を承認。
主な増加の要因として、これまで半年間の10人雇用（日額）とし
ていた建設課維持係の市道等の草刈り業務において、1年間の
5人雇用（月額）に変更したことにより、月額5人増、同様に岐宿
支所の魚津ヶ崎公園施設管理業務も、日額の会計年度任用職
員2人を月額1人に変更し1人増。
【取り組みによる効果】
会計年度任用職員を配置することにより、効率的な行政運営や
専門的な知識等を活かした行政サービスの充実を図ることがで
きている。
R8.4.1より6人増となっているが、12人の日額会計年度任用職員
からの振り替えであり、人件費はやや増加する見込みだが、これ
まで外部に委託していたものも対応可能となり、委託料等の歳
出を削減できる見込みとなっている。

市内の労働力を確保しすぎるこ
となく、効率的な行政運営や行
政サービス向上を図っていくた
め、配置希望調査や事前調書
をもとに、適切な人員配置に取り
組んでいく。

総
務
課

全
庁

13
出張所のあり方
及び人員体制の
検討

　本市の人口は、昭和30年をピークに減少が続いており、
その中でも特に支所・出張所地区の人口減少は急速に進
んでいる状況である。市町合併から20年が経過し人口減
を背景とする地域の状況が大きく変化する中で、証明発
行、税の収納、各課への申請書預かり等の窓口対応を
行っている市内6出張所について、それぞれ現在の状況を
ふまえたあり方（存続・統廃合・開所時間の短縮・隔日開
所など）及び人員体制を検討することとする。
※見直し項目については、段階的に試行・実施することを
想定

令和６年度
市内6出張所
　　・開設時間8：30～17：15
　　・配置人員2.5名
　　　常勤1名・非常勤1.5名

令和１１年度
存続・統廃合・廃止・開所時間の短縮・隔
日開所など出張所のあり方検討

【成果指標】
出張所のあり方検討に向けた検討（試行
運用の実施）

【実施内容】
・出張所の窓口開庁時間を8：30～15：00
で試行→隔日での試行（非常勤職員の時
間外勤務縮減）
・関係課協議（分掌事務に係る指揮命令
権の問題解消）
・試行周知
・地元アンケート実施
・証明書発行件数、利用時間帯等検証

【成果指標（年度別）に対する結果】
・令和７年９月から全出張所を対象に窓口受付時間の短縮（試
行）を実施。　①陸域出張所8：30－16：00　②離島出張所8：30
－15：00

【実施内容や取り組みによる効果】
・窓口受付時間の実施に向けた町内会役員等への事前説明会
の実施。（６出張所）
・窓口受付時間の試行に伴う周知。　①住民（市広報誌）　②職
員（文書及びサイボウズによる通知）
・試行期間中（９月－１２月）に、来所者を対象にアンケートを実
施。　①回収：395件（名）　　時間短縮に対し94.6％が「支障な
し」と回答。
・庁舎を同じくする地域協働課及び公民館（教委）との協議実
施。
（効果）
窓口受付時間以外の時間で事務作業や政策検討の時間を確
保することができた

令和７年度の試行結果（アン
ケート結果）を踏まえて、令和８
年３月から本山出張所・大浜出
張所を対象に隔日閉所を実施。
開所日：本山出張所（火曜、木
曜）、大浜出張所（月曜、水曜、
金曜）
今後も地域協働課や公民館（教
委）と連携を取りながら、出張所
のあり方に向けて検討する必要
がある。

市
民
課

成　果　指　標 令和７年度
概要説明（内容・目標など）

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）

　【 基本方針Ⅱ 】　効率的で健全な組織体制の構築

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　１）「働き方改革」と効率的な組織機構

　　①簡素で効率的な組織編成と人員確保　　　　【 Ｎｏ．  １３　～　１５ 】　　　　　

番号 課題・次年度対応策など 関係課実施計画
実施状況

目標年度及び評価
担当課
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

全
庁

総
務
課

①人員不足により研修参加者の
確保が困難となっている。職員
の積極的な研修参加のための
検討が必要。リモートや動画研
修など、職員が受講しやすい研
修も検討する。
②職員へ周知を行いながら、業
務改善の視点を踏まえた行政事
務の実施を促していく。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①研修受講実績1,471÷職員数530人≒受講率277.54％
②職員提案件数4件（うち2件は要件審査で不受理）

【実施内容や取り組みによる効果】
①業務スキル・知識の向上による業務品質の改善、法令・規程
理解によるリスク低減、接遇・コミュニケーション力強化による市
民対応の向上、キャリア形成支援によるモチベーション向上、各
種ハラスメント研修による職場環境の改善が見込まれる。
②6月から8月を募集強化期間とし全庁宛て提案募集の通知を
行った（通年募集）。受理となった提案2件について、行政事務
改善委員会（R8.1開催）の審査を経て採否等を決定した。※『時
間外の電話アナウンスの設定』、『窓口受付１時間短縮』の両提
案について検討を進めていく事項として採択
提案までには至らないが、業務上の気づきについてどのように改
善を進めるべきか等の職員からの相談も増えてきている。
（効果）
②令和7年度提案項目は実施準備段階で具体的な効果は生じ
ていないが、要件審査の不受理分や事前相談を含め件数が増
加してきており、職員への政策参加機会の提供による職務意
欲・政策形成能力の向上が図られている。

【成果指標】
①職員研修受講者割合：370％以上
②職員提案件数：3件/年

【実施内容】
①研修案内周知と研修受講の推奨
②提案制度の周知・啓発、通年募集、実
施内容見直し

令和６年度
①職員研修受講者の割合：363.5％
　（令和5年度実績）
②職員提案件数：2件/年（R6.12時点）

令和１１年度
①職員研修受講者の割合：400％以上
　　（延べ受講者数÷全職員数）
　　※一人一つ以上受講
②職員提案件数：3件/年

全
庁

　令和5年度から地方自治法第150条に基づく内部統制制
度の取組を開始している。五島市内部統制に関する基本
方針に基づき、内部統制の４つの目的（①業務の効率的
かつ効果的な遂行、②財務報告等の信頼性の確保、③業
務に関わる法令等の遵守、④資産の保全）の達成に向
け、毎年度、リスク対応策の見直しなどを行う中で有効性
の向上を図る。

目標年度及び評価

　　②職員の意識改革と人材育成　　　　【 Ｎｏ．  １６　～　１７ 】　　　　　

番号 関係課

令和６年度
①（重大な不備件数）　0件
②（顛末書件数）　60件
③（懲戒処分件数） 3件
　　　　　　　　　（令和5年度実績）

令和１１年度
①（重大な不備件数）0件
②（顛末書件数）45件以下（25％減）
③（懲戒処分件数）0件

【成果指標】
①（重大な不備件数）0件
②(顛末書件数)57件(5％減)
③（懲戒処分件数）0件

【実施内容】
①職員研修の実施(1回/年)
②内部統制通信の発行(1回/月)
③推進チーム会議の開催(3回/年)
④推進本部会議・推進部会会議の開催(1
回/年)
⑤庁内問合せAIチャットボットのQAの充
実

【成果指標（年度別）に対する結果】
①（重大な不備件数）0件
②(顛末書件数)66件(R5比10％増)
③（懲戒処分件数）0件

【実施内容や取り組みによる効果】
①内部統制研修の開催（動画研修）、
②毎月10日（内部統制の日）の対応策実施の周知（サイボウズ
掲示板）
③R7.5.29内部統制推進本部会議（令和5年度内部統制評価報
告書の決定）、R7.9.3評価報告書の議会提出・市HPでの公表
④内部統制推進チーム会議（2回）、内部統制推進部会（１回）
を開催し、集中対応全庁リスクの見直しを実施
⑤庁内問合せAIチャットボットの更新（財務規則改正に伴う取扱
い変更など）
（効果）
内部統制の取り組みを庁内全体で推進し、有効性の向上を
図っているが、顛末書件数の減少には至っていない（重大な不
備、懲戒処分は0件）

総
務
課

第5次行政改革においても取組
を継続し、運用・評価・見直しを
継続することで内部統制の更な
る有効性の向上を図る。
また、本格実施後3年間の取組
をふまえた五島市内部統制実
施要領の見直しを行う。

課題・次年度対応策など
成　果　指　標 令和７年度

16
内部統制制度の
有効性の向上

①職員の研修参加を積極的に推進し、職務意欲・政策形
成能力の向上、行政の合理化及び市民サービスの向上を
図る。

②職員提案制度を活用して、職員の政策参加を積極的に
推進し、職務意欲・政策形成能力の向上、行政の合理化
及び市民サービスの向上を図る。

職員研修の充
実・提案制度の
推進

17

実施状況
実施計画 概要説明（内容・目標など）

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）
担当課

―　10　―



計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

①衛生委員会で要望のあった
安全対策のため草刈り作業等の
研修会参加予算をR8年度に実
施予定（予算確保済み）
②多様化するハラスメントに対す
る理解を深める研修を実施す
る。

18

仕事と生活の調
和を実現及び男
性職員の育児休
業取得の推進

　業務の進め方の見直しによる効率化など働き方を見直
すことにより、時間外勤務時間の削減や年次有給休暇等
の取得を促進する。なお、夏季休暇については、令和７年
４月１日から取得日数の拡大（正規：３日→５日）を行い、休
暇趣旨を職員に周知し、取得を促す。これにより、職員の
ワーク・ライフ・バランスを保ち、職員がより地域活動へ参
加していくことができる職場環境を整備し、仕事と生活の
調和を実現する。
　また、国が示すこども未来戦略方針に基づき、共働き・共
育ての推進を図るため、政府目標2030年（公務員：85％）
までの目標値に合わせ、男性職員の育児休業取得率の向
上を図る。

令和６年度
①年次有給休暇（夏季休暇含む）
　取得日数（R5実績：17.6日）
②リフレッシュ休暇の取得率
　（R5実績：100%）
③男性職員の育児休業取得率
（R5実績：43.8％）
④時間外勤務の時間数
　（R5実績：9.9時間）

令和１１年度
①年次有給休暇（夏季休暇含む）
　取得日数（目標値：18日以上）
②リフレッシュ休暇の取得率
　（目標値：100%）
③男性職員の育児休業取得率
（目標値：85％）
④時間外勤務の時間数
　（目標値：10時間以内）

【成果指標】
①年次有給休暇（夏季休暇含む）の取得
日数：17.6日以上
②リフレッシュ休暇の取得率：100%
③男性職員の育児休業取得率：85％
④時間外：10時間以内

【実施内容】
①職員への休暇の取得を促進（文書発
出、総務課から年休取得状況一覧を所属
長に送付、所属長からの取得促進等）
②対象者への周知、取得促進を徹底
③対象職員への制度周知及び声掛け
④所属長等に毎月時間外実績一覧を送
付し、課内での時間外削減を図る

【成果指標（年度別）に対する結果】
①年次有給休暇（夏季休暇含む）の取得日数：年休12.8日、夏
季休暇4.8日、計17.6日
②リフレッシュ休暇の取得率：90%（40人中36人取得、4人未取得
（うち3人は病気休職者））
③男性育児休暇の取得率：56.25%（16人中9人取得）
④時間外：11時間

【実施内容や取り組みによる効果】
①6月に休暇取得の促進通知の発出。併せて所属長に対し個
人別年休取得状況表を３回（6月、8月、10月）配付し、未取得者
へ直接休暇取得のメールそ送付し、取得促進の取組を行った。
②対象者に対し年度末まで積極的に取得を呼びかけた。病気
休職中の職員や職場環境の理由等により達成できなかった。
③未取得者には取得するよう呼びかけを行った。年度末の出産
が多く、未取得の職員が増えた。
④時間外勤務の事前決裁の徹底、所属長の業務管理により状
況把握。年間360時間を超える職員数は、13名（R6：12名）より1
名増加した。ノー残業デーを各課において実施した。
（効果）
年次有給休暇等の取得促進により、ワーク・ライフ・バランスの調
和や育児参加等につなげている。

総
務
課

全
庁

①②③職員への取得促進の呼
びかけ。制度の周知を行う。
④所属長による時間外勤務状
況の把握、業務の改善や効率
化推進を促していく。

総
務
課

全
庁

課題・次年度対応策など 関係課
実施状況

成　果　指　標 令和７年度

19

働きやすい職場
環境の整備及び
ハラスメント防止
対策

　職員が意欲を持って職務に従事し、持てる能力を十分に
発揮することができるよう、引き続き、良好な職場環境の
整備に取り組む。特に、ハラスメントの防止については、良
好な職場環境を乱し公務能率の低下や職員の心身の問
題へと発展しているおそれがあるため、研修実施による職
員の意識改革を徹底するとともに、アンケートによる状況の
把握と調査を希望する事案への厳正な対応を徹底するな
ど、ハラスメントの根絶に向けた取組を実施する。

令和６年度
①衛生委員会の毎月開催（11回：職場巡
視月を除く）及び職場巡視（年1回）の実施

令和１１年度
①衛生委員会の毎月開催（11回：職場巡
視月を除く）及び職場巡視（年1回）の継続
実施
②ハラスメントアンケート結果における調査
希望事案への全件対応の実施

【成果指標】
①衛生委員会の毎月開催（11回）職場巡
視（年1回）の実施
②ハラスメントアンケート結果、調査を希
望する職員に対し、全件の対応を行う

【実施内容】
①衛生委員会を毎月開催し、職員の健康
管理や職場環境の改善に向けた取り組み
を協議する。
②ハラスメントアンケートの実施、ハラスメ
ント研修の実施、把握した事案の厳正な
対応

【成果指標（年度別）に対する結果】
①衛生委員会の毎月開催（11回）職場巡視（年1回）実施した。
②ハラスメント研修を実施した。またハラスメントアンケートを実
施した。対応については必要な対象者がいなかった。

【実施内容や取り組みによる効果】
①職場巡視により、職場改善を実施することができた（トイレの改
善、エアコンの設置等）
②ハラスメント研修では自己を守るための対処方法について研
修を行い、研修後のアンケート結果では受講してよかったとの感
想が多かった
アンケート以外についても随時ハラスメントに関する相談を受け
付けており、相談者の意向を確認しながら全件対応を実施した
（効果）
良好な職場環境の整備、ハラスメントへの厳正な対応を実施し、
働きやすい職場環境を整える

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）

　　③ワーク・ライフ・バランスの実現とハラスメント対策　　　　【 Ｎｏ．  １８　～　１９ 】　　　　　

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

担当課
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

導入 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討

試行

試行

一部
実施

実施 ⇒ ⇒

Ａ

成　果　指　標 令和７年度 目標年度及び評価
担当課

　プログラミングの知識が無くても業務のシステム化や効率
化を実現するアプリケーションを作成することができるノー
コードローコード業務改善ツールを導入して、職員の業務
効率化を図る。

ノーコード・ロー
コード業務改善
ツールの活用

21

22

「水中ドローン」を
活用した安全で
効率的な現地確
認

　漁港施設の日常点検においては職員で行い、ドローンの
上空撮影により点検者の安全性の向上と業務時間の短縮
に努めている。しかしながら、構造物の基礎の部分など水
中部の損傷は陸上部にまで影響した変状が見られるまで
発見できないことがある。また、近年の台風大型化など気
象変動の影響もあってか、急激に基礎部が洗堀される事
例も見受けられる。そのため、損傷の進行が疑われる箇所
については定期的に点検し、早期の対応が必要と判断さ
れる場合は速やかに詳細調査を実施することが必要とな
る。漁港施設の点検において水中ドローンを活用し、可能
な限り調査費用の削減を図りつつ、安全で効率的な水中
部の点検実施を目指す。

令和６年度
漁港施設の水中部点検：
　委託で実施（随時）

令和１１年度
漁港施設の水中部点検：
　職員で実施（3漁港/年程度）

【成果指標】
・点検必要箇所の整理、年次点検計画作
成
・水中ドローン所有者（建設業者等）の活
用例を調査
・機器の仕組み把握、操作法の見学、練
習
・水中ドローン購入費の予算要求

【実施内容】
基礎部損傷の早期発見及び早期対応、
調査委託業務の削減のため、水中ドロー
ンを活用した職員点検を検討する。

【成果指標（年度別）に対する結果】
過去の点検結果を基に点検箇所の整理と年次計画を作成し
た。
水中ドローンを所有する五島振興局水産課、民間建設業者の
活用事例を調査した。
五島振興局水産課へ依頼し、水中ドローンの操作法の見学と操
作体験を実施した。
職員による水中ドローンでの点検が可能と判断し、R8年度当初
予算に水中ドローン購入費を要求した。

【実施内容や取り組みによる効果】
経過観察が必要かつ職員による点検が可能な施設数：６５施設
（R8.3月末時点）
水中ドローン活用例：海底の生物の状況調査、水中工事の施工
状況確認などに活用。
操作体験実施内容：令和７年９月１９日、五島東漁港（南河原地
区）にて県職員１名、市職員３名が参加し実施。
令和８年度予算処置済み。
（効果）
今後、水中ドローンの購入により、迅速な施設の点検、委託料の
削減が期待される

【成果指標（年度別）に対する結果】
業務アプリ数　12アプリ（R8.3月末時点）

【実施内容や取り組みによる効果】
・ 各種研修会・個別相談会の開催（【2/24】基礎研修会開催［参
加者数：43人］、【3/16】応用研修会開催［参加者数：18人］、
【3/16】個別相談会（対面）実施［7所属9名が相談］、【3/19】個
別相談会（WEB）実施［1所属3名が相談］）
・ グループウエア掲示板での周知（研修会資料の共有、活用へ
の呼びかけなど）
・ 接続環境の見直し（利便性向上のため、インターネット接続環
境に加え、LGWAN環境からも接続可能とする見直しを実施）

【成果指標】
業務アプリ数
10アプリ

【実施内容】
・導入、運用開始
・研修開催
・アプリ作成/運用支援実施

令和６年度
業務アプリ数　0アプリ（未導入）

令和１１年度
業務アプリ数　50アプリ

全
庁

未
来
創
造
課

・R7年度は、活用するサービス
の選定等に時間を要し導入契
約が1月末となったことから、年
度内の業務アプリの作成期間が
短期間となった。
・R8年度は、各課の自主的なア
プリ作成の動きを引き続き支援
するとともに、未来創造課から各
担当課へ業務アプリ作成の提案
をするなど、活用拡大に向けた
取組を加速させる。

効率的で安全な点検を行うた
め、水中ドローンを使用する点
検方法や点検時の注意点など
の情報収集を行う。

水
産
課

20 生成AIの活用

　職員の業務効率化のため、文章作成の補助やアイデア
発想支援等に文章生成ＡＩの活用を図る。
　研修等によるスキル向上、活用事例やプロンプトテンプ
レートの提供等の活用促進策を実施し、利用者数、利用
頻度の増加を図る。

令和６年度
職員の業務時間削減効果
▲324時間（目標値※5カ月分）

令和１１年度
職員の業務時間削減効果
▲4331時間　▲7,563時間

【成果指標】
職員の業務時間削減効果
▲696時間

【実施内容】
活用促進策の実施（研修等によるスキル
向上、活用事例やプロンプトテンプレート
の提供等）
→利用者数、利用頻度の増加

【成果指標（年度別）に対する結果】
職員の業務時間削減効果　▲4,745時間（R8.3月末時点）

【実施内容や取り組みによる効果】
・生成AI活用促進部会を開催（１回） 生成AIサービスの活用事
例の確認
・生成AIサービス職員研修の実施（R8.2.24）　参加者数：43人
アンケート結果（86％が満足、88.9％が業務に関連があると回
答）
（取組効果）
月平均利用者数　R7年度：111人（＋39人）　R6年度：72人
職員負担軽減時間　R7年度：▲4,745時間（R8.3月時点）　R6年
度：▲538時間（※R6.10月～運用開始）

・共有メールアドレス利用者（生
成AIサービスアカウントの未配
付者）への利用環境の提供
・生成AIサービスの機能（RAG機
能、音声ファイルの文字起こしな
ど）の周知

未
来
創
造
課

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
課題・次年度対応策など 関係課

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　２）デジタルの最大活用による業務の効率化

　　①業務プロセスの見直しと仕事の効率化　　　　【 Ｎｏ．  ２０　～　２８ 】　　　　　

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討
検討

実施
⇒ ⇒ ⇒

Ｃ

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）

成　果　指　標 令和７年度 目標年度及び評価
課題・次年度対応策など 担当課 関係課

23

【成果指標（年度別）に対する結果】
（農務班）
・現地確認については中山間及び多面的でドローンを運用、環
境直払事業では当該航空写真データを活用できた。また、ド
ローン技術の習得のため、専門家を招いての法令順守及び操
縦技術の研修を実施し、班内でドローンを運用できる人員増加
（３名）。
（耕地整備班、椿・森林班）
①水田地帯の山手、川原、山内、大宝の4組織でドローンによる
確認作業を実施
②講習会へ3名参加し、技術習得を行い班内で4名の操縦者の
確保

【実施内容や取り組みによる効果】
（農務班）
・担当者間協議により、異なる事業の現地確認を効果的に行う
ためには、必要な情報を整理・共有し、ドローンの運航計画を立
てる必要があるとの認識に至った。また、技術研修により、法令
に基づく適正な運用体制の確保が図られた。
（耕地整備班、椿・森林班）
　・ドローン講習会へ3名参加し技術習得を行い、耕地整備班・
椿・森林班内で4名の操縦者の確保。
　・多面的において、水田地帯の山手、川原、山内、大宝の4地
区でドローンにより効率的な確認作業を実施。
　・農道橋台帳作成資料として、元越大橋（岐宿町）をドローンに
よる写真撮影を行い効率化が図られた。
　・農道台帳に登載が必要な延長15ｍ以上の農道橋（全8橋）
は、5年に1度の橋梁点検実施が要請されている。農道橋の劣化
状況確認、修繕まで見据えた詳細な点検についてコンサルへ外
注するが、ドローンの活用により、目視による確認ができた。これ
により、早急に修繕が必要な部分が無いことを確認でき、コンサ
ルによる詳細点検の実施時期を後年度で可能と判断することが
できた（H25点検調査委託実績：2橋で700万円）。
　・松枯れ調査や造林事業にかかる現地調査をドローンを活用
して作業の効率化が図られた。

【成果指標（年度別）に対する結果】
介護予防ケアプラン作成に関するシステムについて、ベンダー
からの説明、システム体験会を１社について実施。導入につい
ては、現在検討中。
導入計画は、未作成。

【実施内容や取り組みによる効果】
・介護予防ケアマネジメント支援システム「ハレクルウィズ」につい
て、オムロン株式会社から説明をうけた。
・オムロン株式会社にシステム体験会を依頼し、介護予防サー
ビス計画作成に関わる職員にシステムを使用してもらった。
・同システムの導入の有無については、現在検討中であるが、
導入した場合にはケアプランの作成の効率化や、経験年数に関
わらず自立支援のためのプラン作成が可能となる。

・介護予防サービス計画作成に
ついては、「ハレクルウィズ」の導
入の有無を検討し、導入する場
合は導入計画を作成する。導入
しない場合は、新たなシステム
を探し検討する。
・訪問記録作成についても今後
検討。

長
寿
介
護
課

24

ＩＣＴを活用した
訪問記録作成・Ａ
Ｉを活用した予防
ケアプラン作成

　近年の介護人材不足により、市・民間いずれも介護支援
専門員（ケアマネージャー）の確保が困難な状況となって
いる中、担当職員の業務負担は年々増加傾向にあり、介
護予防ケアプラン作成の遅延など業務への影響が危惧さ
れる。業務の遅延による要支援認定者の介護重度化を防
ぐとともに、限られた職員の業務負担増に対応するため、
訪問記録作成や介護予防ケアプラン作成など日々の業務
へのデジタル技術を活用を検討・実施することで、業務効
率化及び業務負担の軽減を目指す。

令和６年度
新たなデジタル技術の検討・導入
０件

令和１１年度
新たなデジタル技術の導入
２件

【成果指標】
新たなデジタル技術の導入検討（訪問記
録作成・介護予防ケアプラン作成）

【実施内容】
①他自治体及びベンダーからの導入事例
の収集・検証
②導入計画作成

【成果指標】
①現地確認
　中山間（26協定）
　多面的（3組織）
　環直（3団体）
②ドローン操作技術取得

【実施内容】
①ドローン操縦技術の習得、現地確認の
実施。
②課内操縦者3名体制の確保
（効果）
現地確認時間の短縮等

令和６年度
①ドローンを活用した現地確認
中山間事業（26協定）

令和１１年度
①ドローンを活用した現地確認
中山間事業（26協定）、多面的事業（15組
織）、環直事業（9団体）
②ドローン撮影写真を活用し、計画平面図
や現地把握資料を作成

農
林
課

農務班
・中山間事業以外での現地確認
にドローンを活用するためには、
担当者間でのすり合わせが重要
であることから、それぞれが現地
確認で取得すべき情報や箇所
などをしっかりと協議・共有した
上で、ドローンの運航計画を立
案する。
※環直については、ドローンで確
認できない取組内容に変更され
たため、実施対象から除外。
耕地整備班、椿・森林班
・空港周辺の飛行制限区域があ
るため予定していた字山跡大橋
（長手町）の撮影ができなかった
ため、次年度以降は2～3週間
前の事前申請（メールによる）を
行いスムーズな対応をしたい。

　中山間事業における現地確認については、車の通れな
い農道や急傾斜地、高所から見渡せない場所もあることか
ら、第4次行革の取組の中でドローンを活用した安全で効
率化な現地確認に取り組んでおり、一定の成果が出てい
る。このノウハウを活用し、その他の日本型直払事業の各
交付金（多面的機能支払・環境保全型農業直接支払）に
おける現地確認などにも活用拡大を図る。
　また、林道や農道、農業用施設の整備予定箇所や災害
現場において、ドローンを活用した上空からの撮影写真を
用いることで広範囲の現地状況を即座にかつ明確に把握
するとともに、計画平面図や説明資料などの作成への活用
に取り組む。（これまで多大な時間を要する現地踏査・測
量や地上写真によって得ていた成果をより効率的に分かり
やすいものに変える。）

「ドローン」を活用
した安全で効率
的な現地確認
（活用拡大）
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ａ

成　果　指　標 令和７年度 目標年度及び評価
課題・次年度対応策など 担当課 関係課

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況

全
庁

総
務
課

引き続き、各所管課と協議しな
がら見直しを進めていく。条例
等の見直しについても見直し可
能なものから改正等を実施して
いく。

【成果指標（年度別）に対する結果】
五島市アナログ規制の点検・見直し方針を制定するとともに、例
規システムによりアナログ規制に該当する可能性のある条文の
洗い出しを行い、各所管課において見直しの実施、総務課にお
いて取りまとめを行った。（991条項の見直し）

【実施内容や取り組みによる効果】
国によるアナログ規制の見直しにおいて対象となった8項目（目
視、実地監査、定期検査・点検、常駐・専任、対面講習、書面掲
示、往訪閲覧・縦覧、フロッピーディスク等の記録媒体）につい
て、五島市例規システムより見直し対象となる条文を抽出。
抽出を行った条文について各所管課において見直し方針をもと
に見直しの方向性の検討を実施。
総務課において各課見直しの調整・取りまとめ。
見直し対象となった991の条項のうち、107の条項について条文
の改正も含めた見直検討、370の条項については現時点でアナ
ログ的手段に限定されない、473の条項についてはアナログ的な
手段に限定することが適当との方向性を確認した。（継続検討
17条項、対象外24条項）
（効果）
見直しの方向性を確認する段階であったため、効果は出ていな
いが、アナログ規制の見直しを行うことにより、住民の利便性向
上や業務の効率化が期待される。

令和６年度
①紙の地図をベースとした非効率な情報
共有体制
②災害時備蓄品に係る状況の未共有

令和１１年度
①機能強化した災害情報システムの運用
②備蓄品データベースの運用
※システム内で完結する効率的な情報共
有体制の構築

【成果指標】
①現行災害情報システムのアップデート
を検討・予算化
②備蓄品のデータベース化の検討

【実施内容】
①現行災害情報システムのアップデート
を検討し、予算を要求する。
②備蓄品のデータベース化の方法等を検
討、予算化。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①目標から前倒しで現行災害情報システムのアップデート完
了、R8から運用開始する
②未来創造課が導入したkintoneシステムを活用して、備蓄品
のデータベース化の検討を行った。

【実施内容や取り組みによる効果】
①災害情報システムに地図情報システムを追加した。従前だと
災害箇所の通報があった場合、その場所の特定、共有に時間
がかかっていたが、システム上で災害箇所を地図上に表示する
ことが可能となり、大幅な業務効率化につながった。
②kintone上において、備蓄品の管理だけでなく、国の備蓄物資
システムとも連携できるシステムの基本設計を行った。
（効果）
①災害時の状況把握・共有について効率化を図ることができる
見込みとなった（R8から運用）。

②設計に基づき、kintone上でシ
ステムの構築を開始する。

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）

　国が 示す「地方公共団体におけるアナログ規制の点検・
見直しマニュアル」をふまえ 、人の目による確認、現地で
の調査、書面での掲示など、アナログ的な手法を前提とす
る規制（アナログ規制）を見直し、新たなデジタル技術の活
用促進や、業務時間の削減、市民の利便性向上につなげ
る。

アナログ規制の
点検・見直し

27

【成果指標】
①全庁的な方針決定
②該当例規の洗い出し

【実施内容】
①全庁的に取り組むべき課題として既存
の協議体等で方針の意思決定
②例規システム等を活用し規制の文言が
含まれる条例等を洗い出し

令和６年度
アナログ規制の点検・見直し未実施

令和１１年度
条例等のアナログ規制を全て確認し、見直
しが可能なものについて一部改正や業務フ
ローの改善を実施

総
務
課

全
庁

　固定資産税は申告課税ではなく賦課課税であるため、
公平公正の観点から地方税法第408条の規定より毎年実
地調査を実施するようになっているが、市内の膨大な土
地・家屋を限られた職員で調査するのは不可能であるた
め、次の方法により効率的な実地調査を実施することで、
課税の適正化及び納税者への信頼確保を図る。
① 土地地目判読
　専門の技術者による前回航空写真との目視による判読
成果を基に現地調査を実施する。
② デジタル技術を活用した家屋判読
　デジタル技術（ＡＩ）を活用し前回航空写真から異動（変
化）のある不動産を判読し、その成果を基に効率的な実
地調査を実施する。※R4・R5年度に富江地区で先行実施
したノウハウをもとに市内全域に実施範囲を拡大［R11年
度完了］

航空写真を活用
した固定資産税
賦課業務の効率
化

25

26
関係課との災害
関係情報の共有
体制の強化

①現在の災害情報システム（ALANDIS）には地図情報が
入っておらず、被災箇所を関係各課と共有する際、災害
情報システムとは別に紙の地図などを使って共有してい
る。情報の共有化には地図情報は不可欠であり、災害情
報システムに地図情報のアップデートを行うことで、情報共
有を効率化し迅速に災害対応ができる環境を整備する。
②災害時の備蓄品はエクセル管理されており、避難所の
担当者等とは共有ができていない。備蓄品をデータベース
化し、インターネット経由で共有できる態勢をつくる。

税
務
課

・引き続き判読調査を実施し、
課税と現況の乖離を改善するこ
とで、公正公平な賦課業務を図
る。
・土地判読は、令和8年度より会
計年度任用職員を1名増員して
計2名体制で判読業務にあたる
ため、正確性を保持しつつ効率
的に業務遂行する。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①土地　（三井楽町濱ノ畔地区）
【不一致件数】2,178筆/11,299筆
うち、課税内容を見直した件数：523筆、見直し不要件数：1,655
筆
②家屋・解体　【不一致件数】560棟
　うち、内容確認済：150棟（福江地区）

【実施内容や取り組みによる効果】
・不一致リストの物件を、Ⅰ.宅地・雑種地、Ⅱ.農地、Ⅲ.その他に
分けて整理
・Ⅰ及びⅢは航空写真を参照し、現地確認が必要か否かを判
断、Ⅱは現在も農地台帳にある物件を調査し、その後、航空写
真を参照し、現地確認が必要か判断
・現地確認を実施し現況を記録し、必要に応じて課税を見直し
た。また、机上で確認できる物件も必要に応じ課税を見直した。
・三井楽地区は、国土調査(S54～H12)後、大きな見直し機会が
無かったため、課税と現況が乖離しているケースが多く改善が
図れた。
（効果）
効率的に課税状況と現況が異なる土地や家屋等を把握し、適
正課税につなげることができた。

【成果指標】
①2,000筆/年の土地を適正課税
②判読成果の新築・解体分を処理

【実施内容】
①調査不要分の整理・決定
②調査準備⇒現地写真撮影⇒現況判断
⇒評価考察⇒評価入力
③新築：現地調査⇒評価入力
解体：現地写真⇒評価入力

令和６年度
限られた把握手段に基づく限定的な実地
調査の実施
※富江地区を除く。

令和１１年度
航空写真、AI等を活用した網羅的な把握
手段に基づく効率的な実地調査の実施
※5年間で10,000筆 18,000筆の土地を適
正課税

―　14　―



計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施

検討
実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

目標年度及び評価
課題・次年度対応策など 担当課 関係課

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況

R7年度中に策定の第5次財政
改革プランの目標達成に向けて
取り組んでいく

財
政
課

①-1物品調達決議書、備品購
入承認伺その他の内部手続き
のペーパーレス化を進める。
② 現在、情報系端末の動作改
善に向け種々の検証を実施して
おり、改善が図られたタイミング
で推進通知を発出予定
③-1　庁内プリンタの適正配置
については、契約状況・印刷枚
数等を調査し、関係課と協議の
うえ、計画的に見直す必要があ
る。
③-2 通知文書やサイボウズの
掲示板を活用し、無駄な資料印
刷をしないよう啓発を行う。
③-3 R8年度に財務会計プリン
タの更新を実施予定
④その他の紙ベースでの事務処
理の洗出し・見直しを進める必
要がある。

総
務
課

令和６年度
　用紙購入量 869.5万枚
　※電子決裁導入前のR5実績を
　　基準年度とする。

令和１１年度
用紙購入量 434.7万枚以下
　（R5実績×50％削減）

【成果指標】
用紙購入量 782.5万枚以下
※R5実績×10％削減

【実施内容】
①-1【総務課】電子決裁の例外処理の見
直し［対象処理の洗出し・関係課協議・業
務フロー決定・例規調整・試行運用（必要
に応じて）］
①-2【会計課】電子文書の印刷を伴う財
務伝票の添付書類の見直し［対象書類の
洗出し・電子で完結する確認書類への見
直し検討・試行運用（必要に応じて）］
②【未来創造課】情報系端末の更新に合
わせたペーパーレス会議・協議等の推進
（軽量ノートPC導入・資料印刷縮減の庁内
啓発）
③-1【総務課】資料印刷の縮減を前提とし
た庁内プリンタ配置の見直し方針の決定・
各課周知
③-2【総務課】無駄な資料印刷の縮減等
の庁内啓発
③-3【未来創造課】財務会計プリンタの段
階的縮減
④【総務課】その他の紙ベースでの事務
処理の洗出し・見直し検討

【成果指標（年度別）に対する結果】
用紙購入量：786.7万枚（目標：782.5万枚以下（※R5実績×
10％削減））
R5実績に対して削減は図られているものの、目標は下回った

【実施内容や取り組みによる効果】
①-1　電子決裁の例外処理の中で、各種届出、旅行命令書に
ついては、令和８年度に庶務管理システムを導入し、試行運用
を経て、令和９年度から本格運用する予定。
①-2ペーパーレスへの取組として、支払調書、顛末書への公印
を省略、請求書への振込口座記載による委任状不要等を検討
する。
② 情報系端末の更新完了（R7.12）
　情報系Wi-Fiを活用したペーパーレス会議・協議に関し全所属
宛ての推進通知の発出を予定しているが、端末更新後、PCの
動作が安定しない状況があり、発出のタイミングについて検討し
ている状況。しかしながら、一部の会議や研修においてPC持参
の案内（資料印刷しない）がされるなど、情報系Wi-Fiを活用した
ペーパーレス会議・協議の動きが出ている。
※更新した情報系端末について、会議室等でのWi-Fi利用が可
能である旨は、庁内グループウエア掲示板での連絡を実施
（R7.11.6）
③-2　定期監査において、電子決裁の取扱いが徹底されていな
いとの意見があり、全課等に文書管理運用マニュアルを遵守す
るよう通知を行った。
③-3　R8に実施する財務会計プリンタの更新にあわせて配置台
数の一部縮減予定（44台⇒39台：▲5台）
　※ eL-QRを活用した公金収納のキャッシュレス化を進める中
で、QRコードをつけた納付書を印刷する必要があることが判明
したため、完全に削減することはできない見通しとなった。
（効果）：削減した紙（R5実績比較）について、1枚1円、印刷カウ
ンター料1枚1.5円とした場合の効果額（A4のモノクロ印刷を想
定）
削減枚数　82.8万枚×2.5円＝2,070,000円　の削減

未
来
創
造
課

会
計
課

全
庁

29
第５次五島市財
政改革プランの
推進

　今後も人口減少に伴う歳入減少などが予想される中で、
市の最重要課題である「人口減少対策」をはじめ、各重要
課題に対応するための財政基盤の強化を図り、持続可能
な財政運営に取り組む必要がある。
　令和7年度には次期「財政改革プラン」を策定し、中長期
的な展望のもとでの財政構造改革の断行、各種財政指標
等について明確な数値目標を設定した上での取組を推進
するとともに、引き続き、歳入と歳出の両面からの財政の
健全化と施策・事業の「選択と集中」により、将来を見据え
た持続可能な財政運営を目指す。

令和６年度
第４次財政改革プラン（Ｒ３～Ｒ７）の目標
指標
Ⅰ．令和７年度における財源調整基金残高
４７億６４百万円以上
Ⅱ．取組期間中の経常収支比率９５％未満
Ⅲ．取組期間中の実質公債費比率９％未
満

令和１１年度
第５次財政改革プラン（Ｒ８～Ｒ１２）の目標
指標
Ⅰ．令和１２年度における財源調整基金残
高４６億４９百万円以上
Ⅱ．令和１２年度における経常収支比率９
５％未満
Ⅲ．取組期間中の実質公債費比率１０％未
満

【成果指標】
Ⅰ．令和７年度における財源調整基金残
高４７億６４百万円以上
Ⅱ．取組期間中の経常収支比率９５％未
満
Ⅲ．取組期間中の実質公債費比率９％未
満

【実施内容】
①第４次財政改革プラン最終年度の評
価・検証
②第５次五島市財政改革プランの策定・
公表

28
ペーパーレス化の
推進による業務
効率化

　令和6年度から公会計システム及び文書管理システムに
おける電子決裁を導入し業務の効率化・省資源化の取組
を開始しているが、これらのシステムを用いず別に定める
個別様式で事務決裁を行っているもの（旅行命令書、物品
調達決議書など）は、例外として紙ベースでの決裁処理と
している。
　更なる業務効率化・省資源化を推進するため、電子決裁
の例外処理・添付書類の見直し、情報系端末の更新に合
わせたペーパーレス会議・協議等の推進を図るとともに、
財務伝票への電子決裁導入に伴う財務会計用プリンタの
廃止とこれに伴う庁内プリンタの配置の見直しを行う。

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）

成　果　指　標 令和７年度

　　①経営視点に立った経費の節減・合理化　　　　【 Ｎｏ．  ２９　～　３１ 】　　　　　

【成果指標（年度別）に対する結果】
以下の3つの目標をすべて達成
Ⅰ．令和７年度における財源調整基金残高４７億６４百万円以上
→　60億24百万円（R7決算見込）
Ⅱ．取組期間中の経常収支比率９５％未満　→　93.4％（R7決
算見込）
Ⅲ．取組期間中の実質公債費比率９％未満　→　8.6％（R7決算
見込）

【実施内容や取り組みによる効果】
①第４次財政改革プラン最終年度の財政健全化の取組効果額
32億24百万円
１．歳入　21億26百万円（ふるさと納税の推進：12億17百万円ほ
か）
２．歳出　10億98百万円（公債費の削減：8億40百万円ほか）
②第５次財政改革プランを令和８年３月３１日公表

成　果　指　標 令和７年度

課題・次年度対応策など
目標年度及び評価

番号 実施計画 担当課
実施状況

　【 基本方針Ⅲ 】　健全な財政運営の推進

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　１）持続可能な財政運営

概要説明（内容・目標など）
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）

関係課

―　15　―



計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ｃ

課題・次年度対応策など 担当課 関係課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況

目標年度及び評価

全
庁

財
政
課

事業評価と予算査定までの間が
タイトであるため、取りまとめに
苦慮している。スケジュール管理
等に精査が必要である。

医師及び医療従事者の確保が
年々厳しくなっており、今後の医
療需要を踏まえた運営体制の見
直しについて継続して検討を行
う必要がある。

国
保
健
康
政
策
課

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
成　果　指　標 令和７年度

令和６年度
事業評価の隔年実施
（各課自己評価＋財政課評価）

令和１１年度
事業評価の毎年実施
（各課自己評価＋財政課評価）

　事業評価により、事業の実施状況や成果に対する評価
を行い、事業の実施期間及び廃止・見直し時期を明確に
することで「選択と集中」を図り、予算編成等に反映する。
　また、現在は毎年度の予算査定時に各事業の必要性の
評価を行いつつ、２年に１度事業評価も行っているが、効
率的な事業評価実施のため、予算査定時に事業の実施
期間及び廃止・見直し時期等の検討も見据えた協議（事
業評価）を行う体制を整備する（予算査定時の様式等の
変更を検討）。

「事業評価」によ
る事務事業の見
直し

診療所における
効率的な運営体
制の見直し

　診療所や出張診療所、分院については、人口減少に伴
い利用者数が減少してきている。また、医師等の医療提供
者の確保も課題となっており、運営体制について見直しを
実施し、効率的な運営体制を検討する。

令和６年度
診療所数：5（伊福貴 黄島 久賀 玉之浦
三井楽）
出張診療所数：54（大宝 中須 幾久山 荒
川・丹奈 荒川丹奈）
分院数：2（本窯・赤島）

令和１１年度
診療所数：5件
出張診療所数：0件
分院数：1件

【成果指標（年度別）に対する結果】
予算査定時に事業評価を合わせて実施し、翌年度以降の予算
へ反映させた。

【実施内容や取り組みによる効果】
令和8年度当初予算の財源不足額8億18百万円（対前年比▲1
億23百万円、▲13.1%）
また、政策企画課が実施するアクションプランの査定と連携して
実施すること及び予算要求時の様式の見直しにより、各課の負
担軽減及び財政課の負担軽減を図りながら、実施した。

【成果指標】
事業評価を実施し、翌年度以降の予算へ
反映する

【実施内容】
・予算要求時に提出される予算の概要調
書及び補助金評価表により、個別具体的
な事業評価を行うことで、事業の取捨選
択を行う。
・予算要求時の様式の見直し検討

【成果指標】
・運営体制の見直しに係る方針決定

【実施内容】
・運営体制の見直しに係る方針決定
※出張診療所、分院のあり方について検
討
・関係者への説明
［運営経費の削減見込額］
検討期間のため、削減見込額無し

【成果指標（年度別）に対する結果】
伊福貴診療所本窯分院、玉之浦診療所大宝・中須・幾久山・荒
川丹奈の4出張診療所を令和7年度末（R8.3.31）で閉院すること
を決定

【実施内容や取り組みによる効果】
伊福貴診療所本窯分院、玉之浦診療所大宝・中須・幾久山・荒
川丹奈の4出張診療所の閉院については、令和7年10月に各地
区で住民説明会を実施し、オンライン診療やモバイルクリニッ
ク、通院送迎などの対策を講じ、医療サービスが低下しないよう
に努めることで了承を得られた。
※二次離島住民においては定期航路便数も少なく、容易に医療
機関を利用することができないことから、住民の安心安全な生
活を確保するため、常勤医師を確保できる間は医療サービスの
提供を継続することとし、今後の医療需要により運営体制の見
直しについて引き続き検討を行う。
（効果）
閉院後の代替サービス活用により医療サービスの低下を抑制し
つつ、医療従事者の移動や準備、薬の管理等の負担軽減や人
員不足対策につながる。

30

　　②自主財源の徹底確保　　　　【 Ｎｏ．  ３２　～　３８ 】　　　　　

課題・次年度対応策など

全
庁

関係課
目標年度及び評価

担当課
成　果　指　標 令和７年度

32
施設使用料等の
算定方法の明確
化及び見直し

　使用料・手数料については、公平性と透明性を確保する
ため、算定方法を明確化するとともに、類似施設間の適正
化を図る必要がある。　また、減免規定の運用について
は、現状は施設ごとの減額又は免除の対象者や減額率に
ばらつきが見られることから、受益と負担の公平性を確保
するため、統一的な見直し方針に基づき、適正化を図る必
要がある。
　現在策定中の「使用料の見直しに関するガイドライン」に
基づき、各課所管施設の統一的な見直しを推進し、類似
施設間の使用料・手数料・減免規定の適正化を図る。

令和６年度
使用料の見直しに関するガイドライン策定
中
※使用料・減免規定の見直し検討の対象
となる条例数：約90

令和１１年度
①見直し後の使用料・手数料による運用
②見直し後の減免規定による運用

【成果指標】
①使用料・手数料の見直し検討・方針決
定
②減免規定の運用方法の見直し検討・方
針決定

【実施内容】
・各施設等所管課へのガイドラインに基づ
く見直し依頼の実施
・各施設等所管課の見直し状況の把握
（経過確認・情報共有）
※年度末までに各施設等所管課におい
て、各施設の見直し方針まで決定

【成果指標（年度別）に対する結果】
①施設を所管する各課へ使用料に関するガイドラインを送付し
たが、方針の決定まで行うことはできなかった。
②施設を所管する各課へ減免基準に関するガイドラインを送付
したが、方針の決定まで行うことはできなかった。
見直しの方針決定までに、もう少し時間がかかる。

【実施内容や取り組みによる効果】
・ガイドラインに基づく見直しの依頼を行うことはできなかった。
・各施設ごとに見直しが必要であるが、見直しの取り組みが浸透
していない状況である。

令和8年度において、見直し方
針決定及び見直し実施の取組
が必要である。

財
政
課

番号 実施計画

31

実施状況
概要説明（内容・目標など）

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

実施 ⇒ ⇒

Ｃ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

目標年度及び評価
課題・次年度対応策など 担当課 関係課

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）

成　果　指　標 令和７年度

　五島市の魅力ある事業、企業版ふるさと納税を活用した
い事業を積極的に発信し、寄附企業を募るとともに、事業
に関連する企業、五島市と関係がある企業へ積極的に営
業することで企業版ふるさと納税を推進し、自主財源の確
保を図る。

※企業版ふるさと納税の制度については、令和９年度まで
の延長が決まっており、令和１０年度以降は未定となってい
る。

【成果指標（年度別）に対する結果】
介護保険料収納率　（R8.5月末時点）
①普通徴収収納率　94.6％
②過年度分収納率　25.2％

【実施内容や取り組みによる効果】
・標準化ｼｽﾃﾑはR8.1月運用開始、QRコードの導入等につい
て、システム業者及び後期高齢者医療所管課と調整実施中
・徴収強化月間（年４回：９月、１１月、１２月、２月）課員による個
別訪問180名中、63名訪問
・預金調査のデジタル活用：ﾋﾟﾋﾟｯﾄﾘﾝｸにて5金融機関各１３０件
実施、対応不可の2金融機関は紙ベースで実施
・債権一元管理への検討調整連携：総務課行政推進班からヒア
リング受検
・その他：１１月に催告書（～R6滞納分）に応分の納付書を同
封、結果反応があり

・訪問時、留守または居所を特
定できない場合も多く、交渉に
困難を生じている。また、低所得
のため納められないと訴えもあ
り。
・転入者や新たに６５歳到達者に
ついては、納め忘れのないよう
通知に口座振替依頼書を同封
し、口座振替を推奨している。
・督促状にも納付書を同封する
ようにしている。今後も、催告書
を交付する際には応分の納付
書を同封し、納付を促す。
・コンビニやQR払いの要望も
あっているので、しかるべき対応
を行っていきたい。

令和６年度
　　・寄附金額　19,500千円
　　　・寄附件数　8件
　　　　（R6.12月末現在）

令和１１年度
　・寄附金額　約30,000千円
　　　・寄附件数　約10件

【成果指標】
・寄附金額　約30,000千円
・寄附件数　約10件

【実施内容】
①五島市と関係がある企業への営業活動
を実施
②企業と自治体のマッチング会への参加

【成果指標（年度別）に対する結果】
寄付金額：16,550千円　寄附件数：6件

【実施内容や取り組みによる効果】
営業活動については実施できなかった。
企業と自治体のマッチング会については、対面開催への参加を
希望したものの、希望自治体多数により選考の結果参加できな
かった。Web開催へ参加し、１社と面談の機会を得たが、寄附に
は至らなかった。

福岡事務所や東京事務所とも連
携して営業を実施する。
脱炭素関連の事業に対する寄
附をR7に引き続き募集し、エネ
ルギー関連事業者などへの営業
も検討する。
企業と自治体のマッチング会に
ついて次年度も参加する。

長
寿
介
護
課

　市税等（市税及び国民健康保険税）の収納率の向上に
ついては、平成17年の第１次行革から一貫して取組を推
進しており、現在の第4次行革においても年々改善が図ら
れているところである。新たな行政改革においても、自主
財源の確保と市民負担の公平性の観点から、納期内納税
の周知徹底、滞納整理を強化することで、更なる収納率の
向上を図る。

市税・国民健康
保険税の収納率
向上

35

　自主財源の確保と市民負担の公平性の観点から、納付
義務の理解促進に向けた啓発の強化、滞納整理の強化
等に努め、収納率の向上を図る。

令和６年度
①普通徴収収納率
（令和５年：93.13％）
②過年度分収納率
（令和５年：14.18％：大幅な不能欠損の影
響により高数値）
（令和２年度～令和４年度平均9.56％）

令和１１年度
①普通徴収収納率
（令和11年：95％）
②過年度分収納率
（令和11年：1２％）

【成果指標】
①普通徴収：９３．５％
②過年度分：９．６％

【実施内容】
・標準化ｼｽﾃﾑ（QRコード）のスムーズな運
用の調整
・徴収強化月間（年４回)課員全員による個
別訪問
・預金調査のデジタル活用（ﾋﾟﾋﾟｯﾄﾘﾝｸ）
・債権一元管理への検討調整連携

税
務
課

・引き続き財産調査により、換価
可能な財産の発見に努め滞納
処分を執行する。
・電話や文書による催告にも何ら
反応がない滞納者及び納付約
束不履行者に対して臨戸訪問
を強化し、納税指導を実施す
る。

【成果指標（年度別）に対する結果】
市税及び国民健康保険税の収納率95.90％
※令和8年5月末現在

【実施内容や取り組みによる効果】
・各種財産調査（給与・預金・保険等）の実施のほか、催告書専
用封筒を用いた一斉催告及び個別催告等の実施
・納税相談、ファイナンシャルプランナーによる生活再建納税相
談の実施及び差押え、捜索等の滞納処分の強化を実施した。
・口座振替納付の推進及びコンビニ収納や地方税統一QRコー
ドによる納税機会の拡充により、納税者の利便性の向上を図っ
た。
・継続的な滞納処分の強化等により、成果指標の収納率を上回
る見込みである。
（効果）
収納率の向上による自主財源の確保

【成果指標】
市税等の収納率 95.6％

【実施内容】
各種財産調査、文書・電話等による催告、
納税相談、財産（預金、給与、保険等）差
押、財産捜索、執行停止処分、FP生活再
建納税相談、回収機構との連携事業、職
員の研修育成。

令和６年度
市税及び国民健康保険税収納率
（R5:95.49％）
※現年度分、滞納繰越分の合計

令和１１年度
市税及び国民健康保険税収納率
（R11:96.00％）
※現年度分、滞納繰越分の合計

34
ふるさと納税（企
業版）の推進

政
策
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画
課

36
介護保険料の収
納率向上

33
ふるさと納税（個
人版）の推進

　五島市ふるさと納税（個人版）を推進することにより自主
財源の確保を図るとともに、本市を応援したいという寄附
者の増加と返礼品送付による地域経済の活性化につなが
るよう、情報発信の強化、返礼品の充実などふるさと納税
事業をより一層推進する。

令和６年度
　　　・寄附金額　約633,369千円
　　　・寄附件数　約28,093件
　　　　（R6.12月末現在）

令和１１年度
　・寄附金額　約1,000,000千円
　　・寄附件数　約50,000件

【成果指標】
・寄附金額　約650,000千円
・寄附件数　約32,000件

【実施内容】
①現地決済型ふるさと納税の導入と返礼
品の掘り起こし
②オンラインワンストップ特例申請の拡大
③郷土人会での営業活動
④返礼品の掘り起こし
⑤五島市ふるさと納税周知のための広告
実施

【成果指標（年度別）に対する結果】
・令和7年度寄附額実績：620,033,901円（達成率95.4％）
R8.3.31現在
・寄附件数21,853件（達成率：68.3％）R8.3.31現在

【実施内容や取り組みによる効果】
【実施内容】
①現地決済型ふるさと納税の導入と返礼品掘り起こし
②オンラインワンストップ特例申請の拡大
③郷土人会での営業活動
④返礼品の掘り起こし
⑤五島市ふるさと納税周知のための広告実施
【効果等】
①返礼品提供事業者：6者　　返礼品数：16品目
②ワンストップ申請利用者数等　　R6年：8,218件（オンライン申
請率：40.1％）→R7年：6,092件（オンライン申請率：72.4％）
③郷土人会参加数：3回　　　石城会参加数（R7年度より参加）：
2回
④返礼品数　　R6年度：1,694品目→R7年度：1,727品目
⑤楽天RPP広告実施

令和8年度以降は、限られた広
告費のなかで効果の高いものを
選択し実施するほか、現地決済
型ふるさと納税の寄附額拡大の
取り組みを行う。
また、経費ルールの国の制度改
正の動きもあるため、情報収集
に努め、適正な運営を図る。

政
策
企
画
課
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

実施状況

39

五島市公共施設
等総合管理計画
及び個別施設計
画（ハコモノ施設）
の推進

　五島市公共施設等総合管理計画において、「次世代に
継承可能な施設保有量を目指して、今後40年間で公共
建築物の総延床面積を40％削減すること」を目標として設
定し、計画を実行していく。また、当初の目的が終え普通
財産となった建物の中で売却や貸付が見込まれない危険
家屋など、利活用が困難なものについては、策定した解体
年次計画に基づき除去を進めていく。
　また、五島市ゼロカーボンシティ計画に基づき、公共施
設における脱炭素の取組として「電力供給の再生可能エ
ネルギー電力への切替」、「自家消費型太陽光発電・蓄電
池の導入」などに取り組む。

◆ 五島市公共施設等総合管理計画（これまでの取組み経過）
①平成29年  3月：策定　上位計画の「五島市公共施設等総合管
理計画（本体計画）」
②令和元年12月：策定　下位計画の「公共施設（建築物）の個別
施設計画」
③令和4年　 3月：改訂　上位計画の「五島市公共施設等総合管
理計画（本体計画）」
④令和5年　 3月：改訂　下位計画の「公共施設（建築物）の個別
施設計画」

◆ 解体年次計画（これまでの取組み経過）
令和6年3月14日付、解体年次計画を策定（全195施設：▲
78,508.67㎡）

令和６年度
①目標達成見込値 ： 42.15％
（令和5年度末時点 集計値）
②解体年次計画 ： 全195施設
（令和5年度末時点 集計値）
③脱炭素（PPA事業）：0施設

令和１１年度
①目標達成見込値 ： 40％以上
（令和11年度末時点 集計値）
②解体年次計画 ： 59/195施設
（令和5年度末時点 集計値）
③脱炭素（PPA事業）：150施設

【成果指標】
①目標達成見込値
　： 40％以上維持
②解体年次計画
　： 23/195施設
　▲2,710.92㎡（23施設）

【実施内容】
・毎年度、進捗管理（調査）
・毎年度、解体実施
　⇒ 総延床面積減
※解体費用の財源は、主に「五島市公共
施設整備等基金」を活用する。
・公共施設における脱炭素の取組推進
（未来創造課）

【成果指標（年度別）に対する結果】
①目標達成見込値　： 40％以上維持　⇒　42.67％
②解体年次計画　： 23/195施設　▲2,710.92㎡（23施設）　⇒
解体済：▲1,775.59㎡（13施設）
※②解体年次計画 ： 全195施設（令和5年度末時点 集計値）
⇒　全227施設（令和7年度末時点 再集計値）
　解体に係る全体的な予算枠、解体施工数、危険家屋で緊急を
要するものなど、様々な要因で各年度間で前倒しや先送りといっ
た解体する物の調整を行っている。なお、先送りになった施設
は、既に廃止し、施設維持費用は発生していないことから、影響
は特にない。
・脱炭素（PPA事業）：3施設

【実施内容や取り組みによる効果】
◆公共施設（建築物）の個別施設計画の進捗状況
・マネジメントシステム導入（契約日：R7.8.1）
・システム導入に係る施設方針の更新（最新）
　照会（9.16） ⇒ 期限（9.30）・調整 ⇒ データ提供（10.11） ⇒
公共施設（建築物）の「個別施設調書」の策定・運用について
（2.25）
※マネジメントシステムにより「施設施設調書（施設カルテ）」を策
定・運用
　・自治体が所有又は管理する公共施設の情報をまとめたもの
で、施設の基本情報、利用状況、コスト、老朽化状況などを「見
える化」したもの。これにより、施設の現状を把握し、公共施設マ
ネジメントの基礎資料として活用される。

38
市営住宅使用料
の収納対策の徹
底

　第4次行政改革での徹底した収納対策のもと、近年の市
営住宅使用料の収納率は、現年分について納付率100％
で推移しているほか、過年度の滞納分についても整理可
能な部分は概ね対応が完了したところである。
　第5次行政改革においても自主財源の徹底確保と利用
者間の公平性の観点から、住宅使用料の納付が遅れた入
居者への定期的な督促、電話や戸別訪問の実施など徹底
した収納対策を実施することで、引き続き、現年分の完全
納付を目指す。
※ 真にやむを得ない事情で年度内の納付が見込めない
者についても、計画的な分納を求める。

令和６年度
現年度分市営住宅使用料
納付率100％※R5年度実績

令和１１年度
現年度分市営住宅使用料
納付率100％
※真にやむを得ない事情での
分納対応分を除く。

【成果指標】
現年度分市営住宅使用料納付率100％
※真にやむを得ない事情での分納対応
分を除く。

【実施内容】
①定期的な督促状の送付
②電話・個別訪問による催告

【成果指標（年度別）に対する結果】
現年度分納付率100%（※ただしやむを得ない事情での分納対
応分を除く）

【実施内容や取り組みによる効果】
・戸別訪問徴収、個別納付相談等を実施した。
・強制退去の対象となる世帯はなかった。
（効果）
個別での訪問、電話催告などを行い一定数の徴収は行えたが、
失業等により住宅使用料の支払いが困難な入居者については、
社会福祉課や社会福祉協議会への紹介、分納誓約書の取り交
わし等を行った。

引き続き住宅使用料の早期納
付を促す。

建
設
課

令和７年度成　果　指　標

今後の対応策としては、令和８
年度中にインターネットを利用し
た口座振替登録が利用できるよ
うになり、令和９年度からはコン
ビニ収納、バーコード決済による
納付が可能となる予定であるた
め、普通徴収に係る納付方法の
多様化に伴い収納率の向上が
期待される。
一方で、後期高齢者が増加して
いるため収納率の低下につなが
ることが危惧される。

国
保
健
康
政
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財
政
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全
庁

課題・次年度対応策など

課題・次年度対応策など

※解体費用の財源は、主に「五
島市公共施設整備等基金」を活
用する。
◆「施設施設調書（施設カル
テ）」の運用（今後の予定）
・基本情報　：施設の名称、所在
地、延床面積、構造、築年数な
ど　⇒ 令和７年度に作業完了
・利用状況　：利用者数、稼働
率、利用時間、利用頻度など
⇒ 令和８年度に作業予定
・コスト情報：維持管理費、光熱
水費、修繕費、人件費など
⇒ 令和８年度に作業予定
・施設評価　：老朽化の状況、耐
震性、バリアフリー状況など
⇒ 令和８年度に作業予定

関係課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況

　取り組むべき課題（主要推進項目）：　２）財産の適正管理及び有効活用

関係課

【成果指標】
収納率：９８．６０％

【実施内容】
・標準化ｼｽﾃﾑ（QRコード）のスムーズな運
用の調整
・効果的な徴収方法（口座振替の推進、
督促、文書・電話催告等の時期、他課と
の情報連携）
・預金調査のデジタル活用（ﾋﾟﾋﾟｯﾄﾘﾝｸ）
・債権一元管理への検討調整連携

【成果指標（年度別）に対する結果】
保険料の収納率は、９８．７８％という結果であった。（R8.5月末
時点）

【実施内容や取り組みによる効果】
後期高齢者の大半は年金生活者であり、滞納する者のほとんど
が生活困窮者である。
取り組みとしては、後期高齢者制度に加入する75歳の年齢到達
時の関係書類や納付書の送付時に口座振替申込書を同封して
口座振替の勧奨をしている。
・督促状や催告書の送付に加え、電話催告や収入の少ない未
申告者への申告、納付勧奨のための訪問を行った。
（効果）
75歳到達時に口座振替申込書を同封するようにし、納付書での
納付忘れを減らすよう取組等を行うことで、収納率が向上した。

番号 実施計画

　　①公共施設等の整理・統廃合　　　　【 Ｎｏ．  ３９　～　４５ 】　　　　　

概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

担当課
成　果　指　標 令和７年度

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

担当課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度）

37
後期高齢者医療
保険料の収納率
向上

　自主財源の確保と市民負担の公平性の観点から、納付
義務の理解促進及び啓発の強化、収納対策の強化に努
め収納率の向上を図る。

令和６年度
収納率　（令和５年：98.50％）

令和１１年度
収納率　（令和11年：98.80％）
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

検討
検討

実施
⇒ ⇒ ⇒

Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討

実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

【成果指標（年度別）に対する結果】
①玉之浦地区(小川）配水管布設替工事【完成】、玉之浦浄水
場施設整備工事【着工】
②ジオパーク職員の意見を参考に電磁探査地域決定

【実施内容や取り組みによる効果】
①玉之浦浄水場施設整備工事（繰越）工期令和７年１１月１４日
～令和８年９月３０日
（資材の高騰等により入札が後ろ倒しになったため、配水管布設
替工事等は令和９年度に実施予定）
②今回の水源開発は山内、中岳、二本楠、川原を対象として、

不足量388.5㎥/日を目標とした構想となっている。また、目標量

を上回ることがあれば、岐宿への補水も検討する。
（効果）
統廃合前のため具体的な効果は発生していない

①②物価高騰による事業費の増
加が懸念される。

教
育
総
務
課

①三井楽地区児童生徒のアレ
ルギー対応方法が変わるため、
保護者に説明を行う。
②給食センターの新築について
は、現地建替は困難であるた
め、建築場所の選定を行う。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①学校給食会や栄養教諭と協議を重ね、三井楽給食センター
を令和８年度末に閉鎖することで方針をまとめた。富江給食セン
ターについては、まだ建物も新しく、玉之浦地区学校への配送も
あるため、新給食センター建築後、閉鎖をする。
②建物調査を委託により実施し、４段階評価で下から２番目のC
評価という結果であった。この結果を受け、給食センターについ
ては、新築移転を検討することとする。

【実施内容や取り組みによる効果】
①統廃合
４月　学校栄養教諭との協議（課題の抽出）
８月　学校給食との協議（配送方法の確認）
１月　三井楽給食センターを富江給食センターに統合した場合
の検証
３月　三井楽給食センターを令和８年度末で閉鎖することを三井
楽小・三井楽中学校長、学校給食会職員に説明
②建物調査
７月　建物調査委託契約締結
１月　建物調査結果報告
【効果】
給食センターの統合は令和８年度末を予定しているため、具体
的な費用対効果は出ていない

【成果指標】
①設置数４か所
②新給食センター改築準備

【実施内容】
①統廃合に向けて学校給食会との協議
（組織体制・配送手段）
②現福江学校給食センターの建物調査

令和６年度
①学校給食センターの設置数
４か所（福江・富江・三井楽・奈留）
②福江学校給食センター
（建築後33年）

令和１１年度
①学校給食センターの設置数
２か所（福江・奈留） ３か所（福江・富江・奈
留）
②学校給食センター改築

40
老人福祉施設等
の廃止・転用・民
間移譲等

　二次離島デイサービスセンターについて、介護人材不足
の背景、今後の高齢者人口の推移、介護ニーズの動向等
を踏まえながら、必要性を検討し、廃止、転用、民間移譲
等を検討する。

令和６年度
二次離島デイサービスセンター
２施設

令和１１年度
二次離島デイサービスセンター
０施設（令和11年度末で廃止予定）

【成果指標】
必要性を調査し、廃止・転用・民間移譲等
を検討する

【実施内容】
財政負担の軽減及び資産の有効活用
［削減見込額］
検討期間のため、無し

【成果指標（年度別）に対する結果】
R11年度まではデイサービスセンターの運営を実施。
R11年度末をもって廃止するため、R9～R11の3年間で廃止に向
けた検討・準備をする。

【実施内容や取り組みによる効果】
・現指定管理者と協議を実施。令和11年度までは職員を確保
し、指定管理を受託したいとの意向。
・二次離島居住高齢者が福江島等で居宅サービスを受けるた
めの渡航費等を補助する制度を創設。令和8年4月1日から施行
予定。
（効果）
二次離島の職員が不足する中、デイサービスの廃止に向けた代
替手段を検討することで、利用者へのサービス低下を抑制しつ
つ、スムーズなサービス移行に向けた準備を行う。

・デイサービスを廃止した場合、
二次離島に居住する高齢者が
居宅サービスを受けられる環境
をどう整えるか。

長
寿
介
護
課

社
会
福
祉
課

学校給食セン
ターの統廃合及
び改築

41

42
老朽施設の更
新、施設の統廃
合（水道施設）

　安全で良質な水を安定して供給しつづける水道を目指
し、水道事業の経営環境の変化（水道施設の老朽化に伴
う更新時期の到来、人口減少に伴う料金収入の減少など）
に対応するため、水道事業経営戦略を策定した。この計
画を実施することで、経営基盤の強化を図る。
　施設縮小に舵を切った効果的な整備計画を策定し、計
画的な施設の統廃合等による水系の削減により、経営の
健全化と人員の適正化を図る。

令和６年度
①玉之浦水系の統廃合：玉之浦１０水系
②岐宿水系の統廃合：岐宿６水系

令和１１年度
①玉之浦水系の統廃合：令和９年度までに
玉之浦８水系（水系新設１、廃止（玉之浦、
小川、立谷）△３）
②岐宿水系の統廃合：実施設計書策定※
令和１１年度以降、工事実施～完了で岐宿
２水系（△４削減）の予定。

①学校給食センターの統廃合
　福江島内にある３つの学校給食センター（福江・富江・三
井楽）は、調理員の確保が困難となっている状況や施設の
老朽化も進行している。学校給食の安定的な提供のた
め、3つの施設の統廃合を行い、福江学校給食センターに
集約する。
②学校給食センターの改築
　統合先となる福江学校給食センターは建築後３３年以上
が経過し、地盤沈下も発生している状況であるため、新た
な建築場所を確保し、改築を行う。

課題・次年度対応策など

【成果指標】
①工事実施（玉之浦）
②構想案策定（岐宿地区）

【実施内容】
①浄水場建設工事
②岐宿地区統廃合に係る構想案の策定

目標年度及び評価
担当課 関係課

現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
番号

成　果　指　標 令和７年度

水
道
課

実施計画 概要説明（内容・目標など）
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

検討

実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ

検討

実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

令和６年度
　①市営住宅管理戸数
　　　　（R6.12.1：583戸）
　②管理経費
　　　　（H6予算：21,718千円）

令和１１年度
①市営住宅管理戸数
　▲27戸（ 556戸）
(市営住宅 26戸、単独住宅 1戸)
　②管理経費
　▲999千円（R11： 20,719千円）

　五島市が保有、管理している公営住宅のうち、老朽化し
た市営住宅・単独住宅については、地域毎の住宅需要を
勘案し、多額の維持管理を要する住宅及び今後の需要が
見込めない住宅として計画的に用途廃止するものとし、既
存入居者の住み替えによる移転が可能な住宅について
は、住宅の統廃合を実施し住宅保有量の縮減（住宅管理
維持費の削減及び住宅需要に対応した管理戸数の確保）
を図る。

五島市公営住宅
長寿命化計画の
推進

【成果指標（年度別）に対する結果】
支所地区の現況調査を実施し、地元町内会や地域住民の承諾
を得て、全線廃止６路線、一部廃止１路線で3.77㎞の市道を廃
止した。
廃止路線は７路線で、目標の１０路線に届かなかったが、各支所
地区における市道廃止に向けた周知が図れたためB判定とし
た。

【実施内容や取り組みによる効果】
【全線廃止】柏10号線、唐船ノ浦1号線、小田河原1号線、本河
原線、奈木1号線、奈木4号線
【一部廃止】山下・岳線
【市道廃止延長】　3，766.20ｍ
（効果）
市道路線の廃止による、維持管理に必要な人員・経費の削減

引き続き、支所地区の現状を調
査し市道認定廃止を進めるが、
生活への影響のある地元住民
のについては理解を得るのに時
間を要するため、今期計画の廃
止路線数を減じ、地域住民の同
意取得に時間を設けることで、
確実に市道認定路線の削減を
図っていく。

建
設
課

　
　
管
理
課
　
・
　
こ
ど
も
未
来
課
　
・
　
生
活
環
境
課

　
　
農
林
課
　
・
　
文
化
観
光
課
　
・
　
水
産
課

　
　
建
設
課
　
・
　
各
支
所

建
設
課

・令和８年度は新築工事を完了
させ、解体工事に着手。
  また、第二期公営住宅等長寿
命化計画を踏まえ、令和９年度
以降の成果指標を再検討。

【成果指標（年度別）に対する結果】
①単独住宅１戸解体
②計画どおり市営住宅の新築工事に着手した

【実施内容や取り組みによる効果】
①計画どおり、単独住宅（大宝住宅B-1号）を解体した。（令和８
年２月１８日～令和８年３月３１日　解体工事）
※管理経費の削減額は、個別の住宅ごとの把握が困難である
ため記載していない。
②計画どおり、市営住宅（丸木住宅）の新築工事に着手した。
（令和７年５月２１日～令和７年１０月２７日　丸木地区耐震性貯水
槽設置工事）、（令和７年７月７日～令和８年１０月３１日（完成予
定）　第１丸木住宅新築工事）
（効果）
新築工事中のため、管理経費の削減等の効果は出ていない

【成果指標】
①単独住宅１戸解体
②市営住宅新築

【実施内容】
①単独大宝住宅B-1号
　管理戸数：▲1戸
　管理経費：▲11千円
②第１丸木住宅新築　10戸

45
五島市公園管理
基本計画の推進

　市が管理する公園等について、令和２年３月に策定した
五島市公園管理基本計画の維持管理方針及び個別計画
に基づく計画的な管理により、中長期的な維持管理・更新
費の削減や予算の平準化等を図りつつ、施設・遊具の計
画的な延命化により公園施設の安全・安心の確保及び機
能性を確保する。
　また、設置目的や利用者減少の観点から、必要に応じて
見直しを行い、必要としないものについては廃止等の手続
きを行い施設数の適正な保有量の維持に努める。
※現在の公園管理基本計画は令和２年度から１０年間（令
和１１年度まで）の計画としているため、令和１１年度に新た
な計画を作成し、以後も計画に基づき実施していく。また、
新たな計画の策定に当たっては、各施設の所管原課にて
必要性を判断し、廃止等する場合はそれに伴う諸手続きも
所管原課が実施。

令和６年度
市設置公園施設数
55施設

令和１１年度
①遊具の更新・修繕・撤去
②市設置公園の見直し
　　　（施設の縮減）

【成果指標】
管理計画に基づく公園管理の実施
①遊具の撤去：9基
②1施設の廃止を検討

【実施内容】
①遊具の更新、遊具の修繕、 遊具の撤
去
②公園廃止等検討・現況調査・受益者等
の説明。
廃止等について、合意形成などの処理が
完了次第、実施

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）

43

44
適正な市道保有
量の推進

　利用者数、利用頻度が極端に低い市道及び橋梁につい
て、市道周辺の土地の利用や代替路線の有無、さらに地
域への影響等を勘案したうえで、市が保有、維持管理する
市道延長、橋梁数の縮減を図り、必要な市道、橋梁の適
正で効果的な維持管理、また、将来的な財政負担を軽減
する。
※第4次行革で旧福江地区の見直しを完了したことから、
第5次行革では旧町地区の点検・見直しを中心に実施す
る。

令和６年度
市道総延長　L=1,062,337ｍ
市道実延長　L=1,050,651m
路線数：1,984路線

令和１１年度
市道路線の縮減
（約50路線 30路線の縮減）

【成果指標】
１０路線の廃止予定

【実施内容】
①利用実績がない市道・橋梁の抽出及び
現況確認
②調査結果に基づく関係課協議
③市道の縮減（廃止）

【成果指標（年度別）に対する結果】
①遊具の修繕1基・撤去12基・移設2基を実施
〇地蔵坂展望所（富江）廃止の検討

【実施内容や取り組みによる効果】
・遊具の修繕1基（【末広公園】複合遊具）
・遊具の撤去12基（【崎山児童遊園】すべり台・ブランコ・複合遊
具、【長手児童遊園】すべり台・ブランコ枠、【小島児童遊園】ス
プリング遊具シーソー、【奈留児童遊園】イス式回転遊具・ゾウ型
すべり台、【久木山児童遊園】シーソー・雲梯、【八坂児童遊園】
ラクダシーソー、【万葉公園】スイングスライダー）
・遊具の移設2基（【奈留児童遊園】丸太小屋・丸太遊具）
・地蔵坂展望所（富江）の廃止検討（富江支所・文化観光課）※
廃止することについては富江支所・文化観光課ともに同意してい
るが、廃止の方法（物理的に閉鎖）について、引き続き検討中。
●取り組みによる効果
・遊具の撤去・修繕による維持管理費の削減。
※遊具の維持管理費は、経常的に見込むことが困難であるた
め、具体的な削減額の算出はしていない。

・地蔵坂展望所（富江）の廃止
方法（物理的に閉鎖）について、
関係課と協議中。
・廃止施設についての関係課協
議。

管
理
課

課題・次年度対応策など
目標年度及び評価

担当課 関係課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況

成　果　指　標 令和７年度
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計画内容 R7 R8 R9 R10 R11

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ

財
政
課

番号 実施計画 概要説明（内容・目標など）
目標年度及び評価

担当課

46

固定資産台帳等
を活用した遊休
資産の有効活用
の推進（抽出・発
信・売却・貸付）

　　自主財源の確保・市有財産の保有量の縮減を図るた
め、地方公会計制度の導入に伴い整備した固定資産台帳
等の情報をもとに利活用が可能な財産を効率的に抽出・
選定し、効果的な周知を行うことで、遊休資産の売却及び
貸付を推進する。

令和６年度
財務資料の活用
（遊休資産の抽出・情報発信）

令和１１年度
財務資料の活用
（利活用が可能な遊休資産の抽出・情報発
信）

【成果指標】
・遊休資産の情報発信件数：100件/年
 ・公募件数：10件/年
※利活用が可能な遊休資産については、
毎年度、大きな変動が生じるものではない
ことから毎年度同数程度を目標とする。

【実施内容】
◆売却額 500万円/年+α

◆貸付額 1,000万円/年+α

※売却・貸付は相手方の動向に左右され
目標設定が難しいことから毎年度同額程
度を目標とする。

【成果指標（年度別）に対する結果】
◆HP公募更新 ⇒ R7.7.1時点の周知件数：全90件（全136筆）
⇒ R8.1.1時点の周知件数：全80件（全113筆）
◆一般競争入札による市有財産の売払い（公募） ⇒ 全22件
【第1回：4件】　【第2回：8件】　【第3回：7件】　【第4回：3件】

【実施内容や取り組みによる効果】
◆売却
① 土地　　　3,564.03㎡（19筆）　18,798,298円　※旧教職員住
宅用地、空き地など
② 建物  　　　975.49㎡（6施設） 12,964,420円　※旧教職員住
宅、旧浜小体育館など
　⇒　計：約3,170万円
◆貸付
① 土地　249,243.58㎡（304件） 11,699,364円
② 建物　  38,571.77㎡（87件）　  2,163,092円　※廃校の体育
館利用増
　⇒　計：約1,380万円

成　果　指　標 令和７年度

全
庁

引き続き、自主財源の確保・市
有財産の保有量の縮減を図る
ため、地方公会計制度の導入に
伴い整備した固定資産台帳等
の情報をもとに利活用が可能な
財産を効率的に抽出・選定し、
効果的な周知を行うことで、遊
休資産の売却及び貸付を推進
する。

課題・次年度対応策など

　　②遊休資産の有効活用　　　　【 Ｎｏ．  ４６ 】　　　　　

関係課
現状（令和６年度）⇒最終（令和11年度） 実施状況
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